
』1羽毛 鰐 輌亘悟一

や

葉 、

NO.70へ
1988/Nov

●春 夏 秋 冬:第5回 目独情報技術 フォーラムを控えて

●寄 稿 ・解 説:高 度情報化社会実現 へ向けての情報政策

(第4回産業情報化シンポジウム基調講演より)

:昭和64年 度情報化施策の重点



～CA|T研 修 講 座 案 内 ～

1.高 度情報処理技術者研修 コース

コ ー ス

コ ー ド
コ ー ス 名

定
員
期 間

ア プ リ ケ ー シ ョ

ン ・エ ン ジ ニ ア

関 連

AE・882
ア プ リ ケ ー シ ョ ン ・ エ ン ジ ニ ア

養 成

30 63.10.18～64.3.22 35日 間

AEC882 コ ンサル テ ィング技法修得 20 64.2.6～64.2.9 4日 間

AEP882

提案型設計行動力修得
20 63.11.28～63.12.1

4日 間

AEP883 20 64.2.27～64.3.2

AEU882 効果的な外注管理の進め方 20 64.2.1～64.2.3 3日 間

テ ク ニ カ ル ・エ

ン ジ ニ ア 関 連

SA-882 シ ス テ ム監査 エ ンジニア養成 20 64年2月 開講予定 3～5日 間

KE-881 ナ レ ッ ジ ・エ ン ジ ニ ア 養 成 20 64年2月 開講予定 5日 間

TES882
情 報 システ ムセキ ュリテ ィと リ

ス ク分析
20 63.12.12～63.12.14 3日 間

TEC882 CAD/CAM/CAE基 礎 20 64.2.15～64.2.17 3日 間

TEF881 有限要素法の基礎 20 64.2.13～64.2.17 5日 間

情報化推進 MMD882
経 営 者 ・管理者 のためのパ ーソ

ナル・コンピュータ経営 セ ミナー
40 64.2.22～64.2.24 3日 間

II.情 報処 理 教 育 推進 指 導 者 コー ス

記 号 コ ー ス 名 定員 期 間

Aコ ー ス 情報処理科 目教育 ヒのポイント 20

63.10.17～21/63.12.19～23/

64.3.20～24/64.3.27～31

(各5日 間)

Bコ ー ス 教育効果を高めるための教育指導法のポイン ト 20
63.10.24～28/64.3.13～17/

64.3.27～31(各5日 間)

Cコ ー ス シス テム開発 と運 用 20
64.3.20～31

(10日 間)

Dコ ー ス 情報 処理 とコン ピュー タ 20
63.12.19～23/64.3.20～24

(各5日 間)

Eコ ー ス 先進 システム技術の動向 20
63.12.19～23/64.3.13～17

(各5日 間)/

Fコ ー ス 関連知識 20
64,3.20～24/64.3.27～31

(各5日 間)

Gコ ー ス CAROLコ ー ス ウェアの実践 的活用法 20
64.2.20～24/64.3.13～17

(各5日 間)

【お申込 み,問 合 せ先】 中央情 報教育研 究所tto3-435-6511
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第5回 目独 情報 技術 フォー ラムを控 えて

芝浦工業大学

学長 柳 井 久 義

今年,11月23日 よ り26日 ま で京 都の 国際 会議

場 で,第5回 目独情報技蔀」フ ォー ラムが開催 され

る こ ととな ってい る,、 こ0)フ ォ ー ラムは,1983

年8月 西独0)研 究 技術 人1}iDr.Riesenhuberが 来

日 した折,高 い技術 力 と経 済力 を有す る日独 両国

が,情 報技術分野 での相互理解 と交 流 を 一層深 め,

活 発な産業技術協 力を展開 して世 界の情報 化に寄

与して いこ うではないか,と 当時の宇野通産 大臣

に提案 し,両 国政 府の肝煎 りで始 まった もので あ

る。 翌84年,第1回 の会 合 が東 京 で開 かれ,爾

来,毎 年,日 独 交ll:に 会 合 が持 たれ,第2回 がBerl-

in,第3回 が東京,第4回 がStuttgart,今 年 は,

日 本の番 とな った次第 で ある。

情 報技術 と言って も漠然 としてい るの で,フ ォ

ー ラムと して は
,計 算機 を主体 とした情報 処理 技

術 とニ ュー ・メデ ィア技術 及び これ等 の基盤 とな

る半導体技術 を取 りヒげて 三つの分科会 と し,毎

回各分科 会で主要 テーマをい くつ か設定 して,こ

れ等 の分野で指導的立 場に ある産 ・学 ・官 の人 々

が 一堂に会 し,両 国の研究開発,協 力 の在 り方 に

ついて幅広 い意 見の交換 を行 うと同時 に人的交流

を深 めるため,相 互 に情報 を提供 し討 議 して来 た。

議長役 として は,西 独 側は,わ が国 との交 流 も

多 く,日 本の事情にも詳しいアーヘン工科大学の

エ ングル教授が務 め られることとなったので,

34年 前西独に留学 し,長 年何か と日独協力 に心

掛 けて きた筆者に,そ のお鉢が廻ってきた次第で

あった。

この フォーラムも今年で第5回 とな り,両 国の

相互理解 も大変進んで,非 常に有意義であったの

ではないかと思っている。始めは,お 互いに判っ

ているようで判っていない面が多々あった様に思

う。特に情報技術分野では我 々の眼は米国に向き

がちで,ヨ ーロッパの動向を軽視 しがちであった

ことも否めないことであった。我 々としては,既

成産業分野に於ける西独の技術力 ・経済力の強 さ

は認めなが らも,新 しい分野での彼等の対応は余

り高 く評価せずにいたし,西 独側として も一部の

識者は認識 して居たとして も,大 方は我々の実力

を過少評価し,新 しい流行に皆が飛び付 き器用に

こなす日本的ないき方 には同調 し難い ものを持っ

ていたと思われる。

大体 ドィッ人は,多 くの人々が言 う様に,大 変

論理的で理屈 っぼい所がある。一般に西欧社会 は

論理的,組 織的な面が強 く,個 人主義的である。

研究者でも,あ る人が一つの問題を捉 えてやって一



、
いれば,他 の人は別の ことをやって頭角を現そう

と努力する。 ドイツでの生活経験者が,な にか ト

ラブルを起 こす と相手 との議論が大変で閉口する

とは,よ く聞く話であ り,ド イツ人同志では長 々

と議論 してお互いに結着をっけると,後 はケロリ

としている。又,今 ではどうなっているか定かで

はないが,ド イツの初中等教育では,現 在では死

語 となっているラテン語が必修 となっていた。何

時かその理由を聞いた所,頭 の訓練に大変良いの

だ,と 言 う答が返 って きて成 るほどと思ったこと

を覚 えている。我々 も昔は漢文や古典文を習 った

が,こ れとはその意味合いが違っている様である。

このような ドイツ人が,世 界に冠たる機械工業

力,化 学工業力 を持ち,我 々の生活に必須のエネ

ルギー,材 料分野で強い産業技術力 と輸出競争力

を持 った国 として,情 報を扱 う分野が通信 ・放送

・印刷等以上に今日の様に大 きな展開 をするとは,

20-一"30年前 にその論理的帰結 として出 さなかっ

たとして も,驚 くには値 しないことであろう。

今 日の情報技術の偉大なる発展は,こ の半世紀

の電子計算機技術 と半導体及びIC技 術 の素晴 ら

しい進歩の上 に成 り立 ってい る。 これ等が,重 要

かつ興味深い分野であ り将来大 きく育つ として も,

それが今 日の様な形になろうとは,米 国ではいざ

知 らず,当 時のわが国で も予想 されてはいなかっ

たのではないか と思われる。情報 は,エ ネルギー

・材料 と共に,我 々の生活に必要欠 くべからざる

ものであり,そ れを伝送 ・処理 ・記録 して行 くこ

とは太古の昔か ら社会生活の基本であった。従っ

て,こ れを扱 う有効な機械的補助手段を導入する

ことは,一 大産業分野に育つ可能性を秘めていた。

しか し,こ のことが世界的に認識 され,情 報化時

代などと言われ重視 され始めたのはここ10～20年

の所であろう。

この様な潜在的重要性に対 して,わ が国では,

その国民的直観性,好 奇心,競 争心,後 進性など

から,基 礎 となるエレク トロニクスのこの様な分

野の研究開発 をその創世期から積極的に推進 し,

今日の成功への基盤を築いて来たと言えよう。 こ

れに対 して ドイツでは上の様な社会環境の違いか

ら,社 会 ・産業界の これに対する認識が遅れ,対

応が遅 くなったとも考 えられる。 しか しドィッで

も,そ の基盤 となる学問 ・技術の重要性は早 くか

ら認識 され,寧 ろ基本的研究は自主的に行われ,

それ等の基礎的な学問 ・技術の蓄積はかなりあっ

たし,最 近の急速な立 ち上げの基盤 となっている。

今 日では,西 独のこれに対する認識は大いに変わ

り,Dr.Riesenhuberの 前述 の提案 とな ったもの

と思われる。 日独フォーラムは,我 々のこれ等の

認識 を改めるのに大変役立 った。

わが国と ドイツとでは,共 通項 も沢山あるが,

上の様に異なった面 も多 く,そ れ等は互いにCo-

mplementaryで あるか ら,学 問 ・技術か ら産業技

術協力により世界の情報化の進歩発達に寄与 して

いくことは大変有意義なことであろうと思 う。殊

に情報化 と言 う問題は,最 近の急速な科学技術の

進歩によって齎 された ものであ り,人 類の生活に

とって何が本当に必要か と言 う点では不明確な点

も多い。科学技術の発達 と社会のニーズとの間で

調和のとれた発展を促進することが強 く要請され

ている。この点では,日 独両民族が夫々の特徴を

生かして協力 し,望 ましい方向に発展 させ ること

は意義深いと言えよう。一



〔昭和63年 度 「第4回 産業情報化シンポジウム」・基調講演〕

高度情報化社会実現へ向けての情報政策

通商産業省機械情報産業局局長 棚 橋 祐 治

通産 省 では,情 報化時代,情 報 革命 と言われ る

現時点 におい ていろい ろの施策 を展開 してい るわ

けてあ るが,私 の 立場 ては全体 的な情報 化に関す

る政 策の 重要・封項 及 び本 シンポ ジウムで特 に重点

を置いて いる ネッ トワー ク利 用促進,ネ ットワー

ク化対策 とい うよ うな ところにや や具体 的 な焦点

を当て るこ ととしたい。

まず,全 体 的 にわが国 の情 報化 の現 状 と課題 を

述べ る と,情 報産 業は 今や わが国 を リー ドす る

20兆 円産 業に成 長 して お り,内 需 型産 業 構造 の

リーデ ィングイ ンダス トリとしての立場 を揺 る ぎ

ない もの に した。

特 に情報産 業は創造的知識 集約化産 業で あ り,

日 本の経済社会 の あ らゆ る面 にお いて大 きな貢献

をな しつつ あ るが,私 どもが昨年各 界の権 威者 に

集 ま ってい た だ き作 成 した 「2000年 の 情 報産 業

ビジ ョン」 によ ると,2000年 に は140兆 円,GNP

で20%を 超 え る巨大産 業 に な る もの と見込 まれ

てい る。

2,3具 体 的な事例 を 上げ る と,電 子計算機 の

62年 の生産額 は4兆4,000億 円,こ れ はその前 の

年 に比 べて12%強 の 大幅 な伸 びで あ る。特 にパ

ソ コン,ワ ープ ロは年 間200万 台 ペ ースで生産 さ

れ てい る。 また,ソ フ トウエアの分野の情報 サ ー

ビス業 にお いて は大変 大 きな伸 びで,前 年 比20

%増 の2兆3,000億 円 とい う巨大 な産 業 に急 成長

してい る。

汎 用 コン ピ ュー タの実 働 台 数 で見 て も,61年

末 の数字 であ るが,約28万3,000台,こ れ も前 年

に比 べ て26%以 上 の大 きな伸 び にな って お り,

10年 前 の5万 台 に比 べ る と もう既 に隔 世 の感 が

あ る普及 ぶ りである。

他方,産 業分野 の情 報化 に重点 を置 いて見てみ

ると,企 業内の オ ンライン化 は相 当進ん でお り,

5年 前 に60%程 度 の オン ライン化率 であ ったが,

現 時 点 にお いて は83%強 の オ ン ライ ン化 に な っ

て い る。

ただ,本 シンポ ジウムで重点 を置 いて議 論 され

るいわゆ る企業 間の ネ ッ トワー クにつ いて は残念

なが らまだ まだ その 率 が もうひ とつ であ り,31

%程 度 の率 とな ってい る。 もっと も5年 前 に比べ

ると,5年 前 が13%程 度 で あ り,短 期 間 に2倍

半 の高普 及率 ではあ るが,企 業内 オ ンラインに比

べ るとはるかに低い数字 であ る。 この点 において

これか らメーカ ー,ユ ーザ ー,あ るい は行政面 で

の対 応策 が重 要 とな る。

こ うした急 成長 したわが国 の情 報産 業 だが,そ

こにいろいろな問題点 が ある ことは当然 であ り,

よ く言 われ るソ フ トウエア クライシス,特 に情 報

処理技術 者の著 しい不足,そ れか ら地域 間の情 報

化格 差,東 京へ の一点集 中 とい うのが大 きな問題

にな って い る。

例 えば ソ フ トウエ ア技術 者 につ い てみ る と,

55年 に26万 人,60年 に43万 人 の情報 処理 技術 者

が お り,私 ど もの ビジ ョンに よ ると,2000年 に

は技術 者 の需要数 が約215万 人 に なる もの と見込一



一
まれて お り,一 方 供給数 は現時 点 でい くと118万

人,従 って100万 人近 いソ フ トウエ ア技術 者の 不

足 が危惧 され てい る。

もう一つ大 きな問題 は,コ ン ピュー タ教育へ の

立 ちお くれ であ る。例 えばパ ソコ ンの義務教育課

程 におけ る普 及状 況 を見 ると,ア メ リカは90%,

英 国 におい ては100%近 い が,わ が 国に おいて は

小 学校 で は まだ10%未 満,中 学 校 に お いて も25

%程 度 で あ り,こ の立 ちお くれ が続 くな らば,い

わゆ るコン ピュー タ技術者 への大幅 な立 ちお くれ

と相 まって大 きな問題 を将 来 に残す と見 られ てい

る。

また,特 に ネッ トワー クに重点 を置 いて 見る と,

ネ ッ トワー ク化 を推進す る上で は相互運 用性 の確

保 が特 に重要 であ る。第3回 シンポ ジウムにおい

てはOSIの 普 及 促進 に重点 が置 かれて シンポジ ウ

ムが開催 された よ うであ るが,こ の問題 は極 めて

ネッ トワー ク化にお いて重 要な課題 で ある。

ま た,各 地域 の情報 を他地域 に低 廉 で安 い コス

トで供給 で きるよ うな遠近 格差 の是正 も必要 で あ

り,こ の問題 は通信体 系,特 に通信 価格体系 の問

題 で もあ る。

なお,昨 今 アメ リカにお いて特 に問題 にな り,

日本 に も侵 入 した と言われ てい るコン ビ。ユ一夕ウ

イル ス問題 につ いて もこれ か ら大い に対策 を講 じ

てい かな けれ ばい けな い重要課 題か と思 われ る。

改 めて言 うまで もな いが,こ れか らの高 度情 報

化社会 を展 望す る場合 に,今 まで述べ た情 報産業,

あ るいは情 報社会 をめ ぐる諸問題 を解決 す るため

には ネッ トワー ク化が大変 重要 なツールで ある こ

とは論 をまたない。す なわ ち企業 に とって は事 務

処理 の効 率化,合 理化 のみな らず,経 営戦略 の面

か ら もネ ッ トワー ク化 は不 可欠 であ る。

また,ネ ッ トワー ク化 は人材 の育成 や研究 開発

な どと並ん で重 要 な課題 で あ り,情 報化社会 にお

ける イン フラ的機能 として の役割 が ます ます高 ま

って きつつあ る。

また,実 際 に ネ ッ トワー ク化 を進 め る ヒで,ユ

ーザー企業内 ,企 業 間の システ ムの 多機 能に伴 う

ビジ ネスへの メ リッ ト,そ れか ら,ネ ッ トワー ク

を業 の 手段 とす る情報 サー ビス業務 の メニ ューの

拡 大,あ るいは ネ ッ トワー クを利用 した本来の サ

ー ビスの 高度化 とい う面で ,新 しい ビジネスチ ャ

ンスが広 がってい く[J]能性 が高 い。

メーカ ーや情報 サ ー ビス産 業の方 々がユ ーザ ー

に とって有益 なオ ンライン システムを提供 す るた

めには,良 質化,低 廉 化 に最 大の 努力を傾注す る

必要 があ り,ユ ーザ ーの ニー ズを把握 す ることが

重要 であ る。

こ うい う観点 で通産 省 は情 報革命,高 度情 報化

社会 の構築の ため にい ろいろの施策 を従 来か らも

講 じて きて い る。 幾つ かの重要 な点 をかいつ まん

で紹介 す る。

まず第1に 情報 化教育,人 材 育成対策 の推進 で

あ る。1っ は,情 報大学校 事業 であ り,中 央情報

教育研 究所(中 央情 報大学校 と称 してい る)に お

いてソ フ トウエア技 術 者の教 育方法 とか,あ るい

は情報処理 教育機関 の インス トラクタの育成 を行

うと ともに,各 地域 のす ぐれ た情 報処理教 育機 関

を通産大 臣が情報大学 校 に指定 をして,そ こで イ

ンス トラクタの研 修 を行 う。既 に105校 に つい て

委嘱 を して お り,こ と し9月 に24校 を追 加指定す

るべ く今準備 を進 めて い る。

特 に,来 年度 か ら新 たに システムイ ンテグ レー

タの人材 育成 のための カ リキ ュラムの作 成 とか,

地 域企 業内の研修 リーダー を育成す るための研修

とか,い ろいろの研修実施地域 を拡大 す る とか,

新 しい対策 を深 めて い きたい と考 えてい る。

もう一つの 人材 対策 は,情 報処理技術 者用 コ ー

ス ウェア(略 称:CAROLシ ス テム)の 開発で あ一



る。情 報大学校 事 業の 環 として産業 界の ニーズ

に即 した情 報処 理技術 者育成用の ソ フ トウエアの

開発 と利用 の促 進 を図 る。学 校教 育にお ける コン

ピ ュー タの利 用の 促進 を図 るた め,61年 に 文部

省 と共1司で コン ピュータ教 育開 発セ ン ター を設立

して い る.、具体 的 には既 に63年 度 に教 育用 コン

ピュータの標 準仕様 を確定 し,こ れに基 づ く検証

作 業 とか仕様 の拡張 を検討 す る。

それか ら,も う一・つ 大 きな ソフ トウエア,人 材対

策,両 方にまたがる課題 としてΣ 計 画(ソ フ トウエ

ア生産Il業 化 システム)の 推進 が ある。 良質 な ソ

フ トウエアの安定 的供給 が高度情報 化社会実現 の

不可欠 な要素で あるが,ハ ー ド面では欧米 と並 ん

で最先端 を走 って い るものの,肝 心 の プ ログラム

の開発,ソ フ トウエ アの分野 にお いて は残念 なが

らまだ まだ大 きな懸隔 がア メ リカ との間 にある。

例 えばソ フ トウエアの開発 において,ア メ リカに

おいて は8割 方,あ るい はそれ以上が 自動 化,機

械化 し,最 新 の内外情 報 か らニーズに応 じたプロ

グラムを開発 す る形 にな って いるそ うだが,我 が

国にお いては2割 か ら3割 程度の 自動 化,機 械化

で あ り,情 報の把握,検 索か ら分析 まで が大変 な

労 力 とコス トがかか るわ けであ る。良質 の プログ

ラムを手に入れよ うとす ると3年 以上 かか る とい

うような大変 に時代 お くれの対応 にな ら ざるを得

ない。

そ こで,従 来 か らソフ トウエアの開発促 進の た

めにΣ計 画の推進 を行 って きて いた ところであ り,

既 に来年度 において技術 開発 は最終段 階 に到達す

る ことにな って い る。今 後,全 国 に2,000近 くあ

るソ フ トウエア開発企 業 が晴海 の中央 セ ンター と

結 んで瞬時 に情 報が伝達 され,そ の上 で プロ グラ

ムの開発 がで きるな ど,地 域展開 を 目指 した事業

化 に着 手 したい と考 えてい る。

なお,そ の後 にはΣシステ ムをよ り高次元 な も

の にす るため にス ーパ ーΣシステム(仮 称)も 育

ててい きたい と考 えて い る。 もちろんその ほかに

も汎用 プ ログラム開発流通 促進事業,あ るいは プ

ログラム等 の準備金 の税制 上の優遇 措置等 につ い

ての対策 も怠 りな くや って い きたい と考 えてい る。

それか ら,も う 一つ地域 間の格差,東 京 と地域

間 の格 差 とい うよ うな問題 に対 応す るため に,い

ろいろな地域 の情 報化 に重点 を置 いて従来か らも

や って きて い る。 ニ ュー メデ ィア コ ミュニテ ィ構

想 で は,地 域 間の情報 化格 差 を是 正す るため,地

域 の ニー ズ,特 色 のあ るニーズを把 握 し,モ デ ル

地域 において,例 えば繊維 の流 通 システムで ある

とか,あ るいは石 油の流通 システム,食 品 の シス

テ ムな どの開 発 ・普及 を図 る。モ デル地域 は,全

国21地 域 指 定 して い るが,そ の成 功 した モデ ル

を全 国 に展 開す るた め,応 用 発展 地域43を 指定

して お り,現 在64の 地 域 にお いて こ うした試 み

が な されてい る。 そのほか に民活 法 に基 づ き,ニ

ュー メデ ィアセ ンターの整備 を推 進す るため,開

銀等 の融 資等 が行 われて お り,現 在既 に4セ ン タ

ーが認定 済 みであ る。

地 域対 策 の2番 目 として,さ らに地 域産業情 報

の高度化対策 を促進 す るため,人 材 の育成,情 報

大学校 の地方 展開,そ れか らソ フ トウエア基盤 技

術 の強化 としてΣシス テムの地 域展 開,こ うい う

もの を行 ってい こ うと考 えてお り,そ の中心母体

にな る第三 セ ク ター等 に対 し,施 設 の整備,あ る

い は設備機 器の取扱 等 につ いて無 利子の融資 とか

あ るい は税法上 の優遇措置 をいろい ろ講 じてい く。

地域 情報化 の第3番 目 として,情 報化未来都 市

構 想の推進 が ある。大規模 地域開発 の分 野にお い

て24時 間 型高 度 機能 が要 求 され るため,マ ル チ

メデ ィア対応型 の情 報基盤 を整備 しよ う とい うこ

とで,例 えば東 京都の臨海部,あ るい は幕張新都

心,川 崎都心 臨海部,横 浜 みな とみ らい,大 阪の一



一
南港 ・北港,関 西新 空港 の対岸地域 等6地 域 を指

定 し,こ れ らの技術動 向調査 や システム設計 を行

う。

なお最 後 に,ハ イビジ ョンコ ミュニテ ィ構 想 で

高度 な映像 システ ムを地域 に も展 開 して い きたい

と考 えてい る。

この よ うに人材確 保,ソ フ トウエ アの 開発,あ

るいは地域 対策 は,怠 りな くや って いるが,も ち

ろん技術 開発の重要 性 につ いては論 をまたな い と

ころ であ り,既 に10年 近 くや ってい る第5世 代

コ ン ピュー タ(1990年 代 に展 開 され るコ ン ピ ュ

ー タ)の 開発 は着実 に進ん でい る。

さ らに,1990年 代 の後半 を 目指 して来 年 度か

ら人間 の脳 細胞 に一 歩踏み込 んだ ニ ュー ロコン ピ

ュー タの開発 を進 めて い きたい と考 えてい る。

こうした通産省 の情報化対策 全般 の中で,ネ ッ

トワー ク化 の潮 流 を踏 まえ この点 に重点 を置 いて

若干述 べ るこ ととす る。

ネッ トワー ク化の対策 として,一 番重 要な のは,

昨 年 もこの シ ンポ ジウムの場 で大 いに議 論 された

よ うに,相 互運用性 を図 るためのOSI,つ ま り異

な るメーカーの電子計算機 システムを相 互 に接続

し,デ ー タの伝 達 を行 うための規約 を体 系的 に定

め ることであ る。

現在 このOSIに つ いて は,国 際標準化機 構(略

称:ISO)で 標 準化 が進 め られて い る国際規格 で

あ り,こ れ を利用 す る と異 な るメーカーの コン ピ

ュー タの接続 が容 易 になるだ けではな く,シ ステ

ムの変 更,高 度化 が容易 にな り,機 器 に依存せず

システ ム構築 が可能 に なる。

これは ネ ッ トワーク化 に とって必要不 可欠 な も

の であ り,ま た,ユ ーザーの ネ ッ トワー ク化 にお

ける過剰 な投資 を防止す る効果 も当然 あ る。

これについて は,既 に国 内にお いて コン ビ。ユー

タメーカ ー6社 がOSI推 進 協議会 を設置 してお り,

さ らに ユーザ ーの間 で も1987年 にOSIユ ーザ ー懇

談 会が 設 け られ,現 在120社 近 い 会員が この会 で

いろい ろなニー ズを持 ち寄 って メー カー側 と協議

を して いる。

特 に ヨー ロ ッパ との連 携 につ いて は1985年 に

EC委 員 会 と通産 省 とで第1回 の話 し合い を して

以 来,OSIの 日欧の連携 が 一段 と進ん でい るが,

さ らに ア メ リカにおいて も連携iの動 きが 見 られ る。

もちろん技術 開発に おいて は,OSIの 促 進 のた

めに イン ターオペ ラ ビ リテ ィの相 互接 続の技術 開

発 を通 産省 の大型 プ ロジェ ク トで進 め,既 にいろ

いろな成果 を上 げて い るが,さ らに この点 でデ ィ

レク トリシステ ム,ネ ッ トワー ク管理,試 験検証

技 術等の重要課 題 につ いて世 界を リー ドす る技術

開発 を進 めつつ ある。

以上 がネ ッ トワー ク化 の第1の 対策 で あるが,

このほか産 業の効率的 な ネ ッ トワー ク形成 を導 く

ため に個別産 業 ご とに連携 指針 を策定 し,公 表 し

てい る。 この連 携指針 は情報処理 の促進 に関 す る

法律 に基 づ く もので,既 に6業 種,鉄 鋼,中 古 自

動 車,電 力,そ れか ら家具,電 子 出版,電 子機 器,

この分野 にお いてネ ッ トワー クのあ るべ き姿 が描

かれて い る。 そのほかに ビジ ネス プロ トコル,フ

ォーマ ッ ト,コ ー ド等 の標準化 に も着手 してお り,

先 ほ ど述べ た国際標準化機 構,ISOの154委 員 会

と連携 を とりなが ら進 めてい る。

以上 が2番 目であ り,ネ ッ トワー ク化 の第3め

対 策 と しては,よ り高度 化,多 様 化 した シス テム.

を構築,提 供 で きるシステ ムインテ グレーシ ョン

サ ー ビスの育成,振 興 を図 るべ く,開 銀 の低利融

資,あ るい は税制 上の対策等 を今年度 か ら行 って

い るが,来 年度 は特 に,先 ほ どの情 報大学校 事業

の一 環 として,シ ステム インテ グ レー タ人材 の育

成 用の カ リキ ュラムの作成 も行 いたい と考 えてい

る。一



第4に,今 回の シンポ ジウムで も大 き く取 り ヒ

げ られてい るISDNを 利 用 した情 報 システ ムの 普

及促進 で ある。NTTのISDNサ ー ビスは,既 に8

/抹 ま でに88ユ ー ザ ー,400を 超 える回線 が活用

されてい るが,今 後,さ らに ・層 の普及促進 を図

るべ く,こ と しユ ーザ ーサ イ ドか らISDNの 利 用

につい ての検討 を行 う組織 と して,ISDN利 用 研

究 会が ス ター トして いる。富永 早稲 田大学教授 を

座長 に,約300)企 業,関 係省庁 が 人って,NTT,

メ ー カ ー等 と意 見交換 を行 いなが らユーザー ニー

ズに合致 した製 品の開 発普及 を目指 してい る。 こ

のISDNを 利 用 した システ ムの普 及促進 を図 るた

めの融 資制 度 も今検討 して いる。

それか ら,ネ ・ソトワー ク化 の第5番 目の対策 と

して,だ れ もが使 いやす い情 報 システ ムを実現 す

るため に,今 年 度 か らフ レ ン ド21プ ロジ ェ ク ト

を進 めて い る。 この フ レン ド21は,情 報 の パ ー

ソナ ル化へ の対 応 で あ り,1990年 代 か ら21世 紀

にかけての情 報関連機器利 用 者層 の飛 躍的拡大 に

対応 す るため,一 般 ユーザ ーのニ ーズを反映 した

使 いやす い情 報関連機 器の開 発が不可欠 であ り,

今年 度か ら6年 間か けて これの技術開発等 を行 っ

てい く。

{列えば ヒューマン ・インタ フェー ス ・アーキテ

クチ ャ技 術の研究開 発,画 像等情 報処理技 術の研

究開発,そ れか ら,日 本語 を使 って 自由に情報処

理 を行 うための 日本語等情 報処理技 術の研究開発

等 が中心にな ってお り,こ れ が成 功すれ ば製 造業,

流 通業,あ るいは オフ ィス,家 庭等広範 な分野 で

情 報 システ ムを利用 され るよ うにな り,ネ ッ トワ

ー ク化 に大 き く貢献 す るこ とにな る もの と期 待 し

てい る。

最後 に,こ の ネ ットワー ク化の問題 として,や

は り重要 なの は通信制度 の問題 であ る。 これにつ

いてはいわゆ る通信 の 自由化 が実 現 され てか ら3

年 になろ うとして いるが,こ の間の いろい ろな体

験 を通 じ,い ろ いろな問題提起 がな され てい る。

料金 の遠近 格差 の問 題,国 際 的に非常 に遠 距離料

金 が割 高で ある とい うよ うな問題等,あ るい は通

信企 業への新規 参入企業 の業務範囲 の限定細分 化,

非 常 に長距離 系 サ ー ビス,地 域 系 サー ビス,移 動

体通信,国 際通信等,サ ー ビス ごとにセ グメン ト

されて い る問題 について,こ の問題点 を どう解決

す るか。 あるいは 日本 では現 在基本 サー ビス も高

度 サ ー ビス も相 当程度規 制 され てい るが,ア メ リ

カの例 に見 られ るよ うに,基 本 サー ビスについて

限定 を して,高 度 サー ビス,付 加的サ ー ビス につ

いての規制 を大 幅に緩和す ることが情報 ・通信 の

高 度化 に不可 欠で はないか とい うよ うな問題,あ

るいは制度 的 に国際的 な摩 擦 を どう調整 してい く

か とい うよ うな問題 がい ろいろあ る。

このため,当 省 として も,既 に情 報 ・通信 基本

問題研 究会 とい う もの を設置 してお り,長 期的 な

観点 か ら情報 ・通 信産業 のあ るべ き形,あ るべ き

姿 を抽出 し,い ろいろの問題点 を詰 めてい きたい

と考 えて い る。

以上 が ネ ッ トワー ク化 に対 す る重要課題 で ある。

通産 省 と しては,高 度情 報化社会 を 目指 して,

特 に21世 紀 を展望 し,以 上述 べ た よ うに情 報化

対 策の幅広 い展開 を これか らも一層推 進 してい き

たい と考 えて い るが,特 にネ ッ トワー ク化 が肝要

な問 題で あるため,ユ ーザー,メ ーカー,行 政 が

一体 となって対 応 していかな けれ ばいけな い問題

が 多数 あ る。私 どもとして も,ユ ーザ ー,情 報 サ

ー ビス ,メ ーカーの各界の意 見を広 く吸収 して,

所 要 の対策 を講 じて い きたい と考 えて いる。

今回 の シンポ ジウム御関係 の方 々が一堂 に会 し

て デ ィスカ ッシ ョンされ る場所 として大変有意義

な もので あ り,こ の シンポジウ ムを通 じて,幾 つ

かの有益 な問題 提起,政 策提言 がな され れば我 々

もこれをぜ ひ今後の政策 の展 開 に取 り上 げて い き

たい。一 ノ
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昭和64年 度情報化施策の重点

高度情報化社会の実現 に向けて

通商産業省機械情報産業局電子政策課

鈴 木 貴 博

わが国の情報化は,汎 用コンピュータの設置台

数が27万 台 を超 えるな ど順調 に進展 している。

また,情 報関連産業 も今や日本経済の リーデ ィン

グ産業 に成 長 し,19兆 円の規模 で国民総生産

(GNP)の6.4%を 占めるに至 っている。

しかし,こ れまで情報産業および情報化はとも

に量的な拡大が中心であったこともあ り,未 だ基

盤的な問題や質的な問題が山積 してお り,高 度情

報化社会の実現に向けてこれら課題への的確な対

応が急務 となっている。すなわち,情 報化社会を

支える情報処理技術者等の人材の育成や情報化教

育の充実,ソ フトウェアの量的質的不足への対応,

企業内システムの企業間ネッ トワークへの展開等

を通 じた情報化基盤の整備の推進が必要である。

通産省 としては,1989年 度において も上記の

観点を踏 まえつつ,引 き続 き総合的な情報化関連

施策を展開す るために以下のような要求 を行った。

1.情 報化教育 ・人材育成対策の推進

情報化の進展に伴い,多 様化 ・高度化する情報

処理ニーズに対応するためには,各 分野で情報化

を支える人材の育成と長期的な観点からの学校教

育におけるコンピュータ利用の促進が急務である。

1989年 度 においては,情 報大学校構想の推進

を図るほか,情 報化教育 ・人材育成総合対策を実

施する。

田情報大学校構想の推進

ソ フ トウ ェア技 術者 の不足 に対応 すべ く,専 門

学校 の情 報関係教 育機 関 が急速 に設置 されてい る

が,教 育 内容,イ ンス トラ クターの資質等 の問題

が表面化 して きてい る。 このため,優 秀な情 報処

理技術者 の育成 および地域情報 産業の活性 化 を目

的 として引 き続 き情報 大学校構 想を強力 に推 進す る。

(1)情報 大学校事業 の推進

中央 情報 大学 校(1987年6月1日 を もって中

央情 報教 育研究 所発足)に おいて,ソ フ トウ ェア

技術 の教育方 法等 に関す る調査研究,地 方情報大

学 校(情 報化 人材育成連携 機関)等 の インス トラ

クターの養成 施策 を実施 す るこ ととす る。 これ に

よ り社会 のニ ーズに即 した教育方 法の普及 を図 り,

地 域 にお ける情 報処理教 育の充実 を図 る。 〈靖>

1億 円,(0、8億円)※:カ ソコ内は1988年度 予算額,以 ド同じ

(2)情報 処 理技 術者 用 コー スウ ェア(CAROLシ ス

テ ム)

現 在,情 報 処理技術 者(シ ステ ム ・エン ジニ ア,.

上 級 プロ グラマ ー等)が 質量 ともに極 めて不足 し

てい る状況 にあ る ことか ら,情 報 大学校構想 の一

環 として情報処理 技術者 育成用 ソ フ トウ ェア を開

発 し,そ の普 及 を図 る。

具体的 に は,① 情 報処理 技術者 教育用CAIシ ス

テム(CAROLシ ス テ ム)仕 様 を確 立 し,② 情 報

処理技術者教 育標準 カ リキ ュラムの策定 を行い,

③ さらにCAROLシ ス テムの普及 を図 る もの で あ一



る。 〈財投〉産投出資9億 円(9億 ド1}

② 学 校教 育 におけるコ ンピュータ利用 の促 進

急 速 に情報化 が進展 してい る今 日,次 世代 を担

う青少年 が コン ピュー クを自然 な道 具 と して取 り

扱 うこ とが で きるよ う,学 校 教育の中 に コン ピュ

ー タが無理 な く採 り入れ られて い くことが要請 さ

れてい る。

山 教 育用情 報処理基 礎技術調査

情 報処理振 興 事業協会(IPA),(財)コ ンピ ュ

ー タ教 育 開 発 セ ン ター(CEC)を 中 心 と して,

学 校教 育にお ける コンピ ュー タ利 用の促進 を図 る

ために,学 校教 育用の使 いやすい コン ピュー タの

研 究開発 およ び基礎調 査を実 施す る。

〈r・Pt>2,6億lil(2.4{意ドD

〔2)教育 用 コン ピュータ普及促 進(新 規)

文 部 省 が昭 和68年 に予 定 してい る教 育課 程 の

改定 にあわせて,学 校 教育用 パ ソコン ・ソ フ ト等

を中等教 育現場へ 早急 に普及 す るために,レ ン タ

ル会 社の 当該 パ ソコン ・ソ フ ト等 の取 得資金 を 日

本開発銀 行 が低 利で融 資す る。

〈財投〉開銀融資20億円

2.総 合 的ソ フ トウ ェア対策の推 進

コン ピュー タの急速 な普及 に よ りソ フ トウ ェア

需 要 が爆発 的に増大 してお り,将 来 的 にソ フ トウ

ェアの需 給 ギ ャップが益 々拡大 す る ことが予想 さ

れ る。 これに加 え,ソ フ トウ ェアの信頼 性 や品質

の 向上 も強 く要求 され る等 ソ フ トウ ェア開発 を取

り巻 く環境 も厳 し くなってい る。

このため,ソ フ トウェア対策 の中核的推進機 関

であ るIPAに お いて,引 き続 きシ グマ事業 の積 極

的な推進 を図 るほか,財 投 ・税制 の活 用 を図 るな

ど総合的 な ソフ トウ ェア対策 を実 施す る。

田情報処 理振興事 業協会事業

ソ フ トウ ェア生 産工業 化 システム(シ グマ ・シ

ステム)の 構築事業 をは じめ として,以 下 の事 業

を行 う。

ほ)ソ フ トウ ェア生産工業 化 システム構 築事業(シ

グマ事業)

現 在,ソ フ トウ ェア開発 はほぼ手作業 の域 にあ

り,そ の生 産性 ・信 頼性 は極 めて低 い状態 にあ る。

このため,ソ フ トウ ェア開発の諸工程 に コン ヒ。ユ

一 夕を導入 し,自 動 化 ・機械化 を進 め る ことが必

要 であ る。

この よ うな背 景 を踏 まえ,1985年 度 か らIPAに

お いて ソフ トウェア生産工 業化 シス テムを構築 し

てい る ところで あ る。

シ グマ ・システ ムにお いては,主 として次の ア

プ ローチ によ り,生 産性 ・信 頼性 の向上 を図 る。

① プロ グラム実行用 のハ ー ドウ ェアか ら独立 し

た標準的 ソフ トウ ェア開発環境 の確 立

② プログラム,技 術 情報等 の検索 ・転送 の ため

の ネ ットワー ク ・システムの確立

1989年 度 に おい て は,こ れ まで に開 発 した プ

ロ トタイ プ。・システ ムを一般 の利 用 に供 し,こ れ

らユーザ ーか ら寄 せ られ る意 見 を もとに シグマシ

ステ ムの開発段 階 を完了 す る。 また,シ グマ シス

テ ムをよ り高 次元へ と発 展 させ るための後継事 業

の概念 設計 を行 う。

〈財投〉産投出資25億円(29億 円),開 銀融資10億円(6億 円)

(2)プ ロ グラム開発流 通促進事業

IPAで は,特 に開発 を促 進す る必 要 があ り,そ

の プ ログラムの成果 が企 業の事業活動 に広 く用 い

られ ると認め られ るプログ ラム(先 進的 かつ汎用

的な プロ グラム)で あって,民 間 によ る開発が期

待 しに くい もの等 につ いて,委 託開 発 を行 い,そ

の成果 を広 く普及 してい る。

また,共 通 インタフ ェースソ フ トの開発 等高度

情報化社会 の基盤 とな るソ フ トウ ェアの開発等 も

推進 す る。 〈財投〉産投出資15億円(15億 円)

(3)情報 化教育 人材 育成促進事業(前 出)

〈財投〉産投出資9億 円(9億 円)

(4)ソ フ トウ ェア ・ユーザ ビリテ ィの評価一



一
ソフトウェアの品質,機 能の評価に対するニー

ズが,ユ ーザー側 ・提供側から提示 されてお り,

公正な評価を行 う中立的機関 としてIPA技 術セン

ターがその先べんをつけることにより,流 通市場

における評価の道を拓 く。

〔5)先進的情報処理技術の開発促進

わが国の情報処理技術分野は,近 年急速な発展

を遂 げつつあるものの,そ の歴史は浅 く,欧 米諸

国と比較す ると特にソフトウェア関連分野におい

てかな りの技術格差が存在している。 さらに,情

報処理が対象とする分野の広がりに伴い,先 進的

な情報処理技術 は学際的,業 際的な色彩を強めて

いる。

このため1981年10月 か らIPAに 技術センターを

設置 し,メ インフレーマ,情 報サービス産業界等

から広 く技術者 を招へいし,プ ロジェク トチーム

を結成 して先進的情報処理技術の研究開発を行 っ

ている。 〈予算>IPA事 業費のうち12.1億円(12.O億円)

(6)地域産業情報高度化事業

地域の情報産業の高度化及 び地域産業の情報処

理能力の強化を目的とした総合的な支援策 を講ず

る。

図情報処理高度化融資(日 本開発銀行融資)

ソフトウェア開発の自動化,ソ フ トウェア開発

技術者の育成事業および企業間情報処理 システム

用ソフトウェアの開発等の事業に対 し,設 備 ・非

設備資金の融資を行 う。

〈財投>66億円(情報化促進枠1,100億円の内数〉

團プログラム等準備金制度の延長 後述

3.情 報のパーソナル化への対応

田未来型分散情報処理環境基盤技術開発

(Friend21)

高度情報化社会の構築を推進するためには,情

報システムの大衆化,個 性化,多 様化に対応 して,

広範な分野の一般ユーザーが違和感な くコンヒ。ユ

一夕を操作で きる超分散情報処理 を実現す るマン

・マ シン ・イン タフ ェースが必 要であ る。

現在の コンピ ュー タは専門家 でな けれ ば使 い こ

なせず,ま た,非 定型 的情 報 やアナ ログ情報 の処

理 は困難 であ る。 このため,こ の ままでは情報機

器 を十分 に使 えな い人が 大量 に発生 し,経 済効 率

性 が阻害 され る恐れ が大 きい。

以 上の問題 に対応す るた めに,現 在の情報処理

技 術で は困難iな① 画像 等 アナ ログ情 報処理技術,

② 日本語 ・あい まい情報 処理技術,③ 人間 工学 的

インタフ ェー スの開発 を行 うこ とが必 要 であ る。

この ため1988年 度 か ら6年 計 画 で上 記 の技術

開発 を行 ってい る。 〈鱒:>1.6億lij(1.O{意lil)

4.シ ス テムの相 互運 用性 の確保 およびOSIの 推

進

ネ ットワー ク化社会 が進展,高 度 化 して い く中

で,多 種 多様 な情 報関連機 器お よび シス テムが各

々バ ラバ ラで相互 につ なが らな い とい った問題 が

表 面化 して きてい る。 また コン ピュー タ ・ユーザ

ーにおいて も,異 機種 間の コン ピュー タを相互接

続 しネ ッ トワー クの高度 化 を図 りたい とい うニー

ズが高 まってい る。

この よ うな動 きに対応 し,異 機種 コン ピュー タ

の 相互 接 続 を進 め るた め,OSI(OpenSystems

Interconnection)に 基 づ く標準 化作業 を引 き続 き

進 め るほか,今 後,コ ン ピュー タ ・メーカーお よ

びユ ーザーに よる民 間主体 のOSIの 推 進 を支援 し

て い く。

また,こ の よ うな民間 の動 きを引 き続 きサポー

トしてい くと ともに,政 府 ベ ースの国 際的 な連携

等 を進 め る。

田国 際的連携 によるOSIの 推 進

①OSIの 推 進 に かか わ る日本 ・ECハ イ レベル

会合,専 門家会合 の実施等政府 ベースの国際的連

携 の実 施

② 民 間 ベー スのOSI推 進 機 関 であ るPOSI(日

本),SPAG(EC),COS(ア メ リカ)間 相互 の一



連携 の促 進

閣OSI準 拠 製品 の適合性試 験実 施の ための取 り組

み

(財)情 報処f里相Jl:運1}]技 術 協 会(INTAP)に

お いて,情 報処理機 器等OSI準 拠 製品 の適合性 試

験 を行 うための検討 を行 ってお り,同 財団 内 に試

験検rl正セ ン ターを設置 し試験実 施への取 り組み を

強 化す る,,

圏 電子計算機相互 運用デ ータベー ス ・システムの

研 究開発

現在,各 種 デー タベー スが相 互に接続 で きない

ま ま別 々の機種 によ りバ ラバ ラに構築 されて いる。

様 々な情 報 を必 要 とす るユーザ ーは,各 デ ー タベ

ー スに接続 され た別 々の端 末 を使 い分け るこ とを

余 儀な くされ,そ の デー タ もせ いぜい 文字 と図形

で表現 され た不 ←分 な もの しか取 り出せ ない とい

う問題 を抱 えて いる。

この ため,異 機種,異 構造 で構築 され たマル チ

メデ ィアの デー タベー ス ・シス テムの実現 が要請

されてお り,こ れ ら多 くの問題 を一挙 に解決 す る

システムの研究 開発 を行 う。

特 にOSI関 連 では,

①OSI準 拠 の サブセ ッ ト化 お よび フ ァン クシ ョ

ナル ・スタン ダー ドの作成,

② モデル システムに よる実証評価 等 を行 うこと

としてい る。 〈予算>14.3億 円(IL4億lil)

囚JISの 活 用等 に よる先行的,弾 力 的な情報関 連

技術 の標準化 の推進

国際標 準化機構(ISO)で の 検討結 果 を踏 ま え,

日本 工業 標準(JIS)に よ るOSI標 準 の制定 の促

進 を図 る。

團OSI準 拠 システムの 普及促進 を図 るため に開銀

・北 東公庫 によ る低利融 資制度 を創設 す る

〈財投〉開銀情報処理・通信システム{ヒ促進.174億 円の内数

(新規)北 東公庫地域情報化促進53億円の内数(新 規)

5.産 業 の情報化 および情報化基 盤の整備

産業分野の情報化はわが国経済社会の情報化の

拠点 として,わ が国の情報化の動 きを リー ドして

きたところであるが,今 後は企業間ネットワーク

の構築等によ り企業の枠,産 業の枠 を超えた情報

化を進める必要がある。

このため,企 業間ネットワーク構築促進のため

の所要の措置を講ず るとともに,「 電子計算機の

連携利用に関する指針」の活用を図 りつつ個別産

業の情報化を引 き続 き推進する。

また,情 報化基盤の整備 を図 るため,「 情報処

理 ・通信 システム化促進」等の財投資金の活用等

を行 う。

なお,産 業 ・社会活動が情報ネットワークに大

きく依存す ることにかんがみ,「 電子計算機シス

テム安全対策基準」の提示,「 情報処理サービス

業電子計算機 システム安全対策実施事業所」の認

定,「 システム監査基準」の提示等を行 って きた

ところであるが,今 後 も引 き続 き安全対策の促進

を図る。

田電子計算機振興融資(日 本開発銀行融資)

電子計算機の レンタル事業に必要な資金につい

ての融資を行 う。

〈財投>740億円(情報化促進枠1,100億円の内数)

図情報処理 ・通信システム化促進(日 本開発銀行

出融資)

情報化の進展に伴い多様化,高 度化す る産業,

社会のニーズに対応 して,先 進的かつ高度な情報

処理 ・通信 システムの導入を促進す るため,シ ス

テムの構築に必要な設備 ・非設備資金の融資およ

びデータベース構築法人,シ ステム ・インテグレ

ーター,ハ イビジョン開発普及法人に対す る出資

を行 う。

対象 とするシステムは①複数企業で共同利用す

るオンライン情報処理 システム,② 情報処理サー

ビス業者 または情報提供サービス業者の取得する

オンライン情報処理 システム,③ 医療,交 通,防一



一
災等社 会性 の 高 い シ ステ ム,④ いわ ゆ るVANお

よ び情 報処理型CATV,⑤ ビデ オテ ックス ・シ ス

テム,⑥ 地域振 興情 報処理 ・通 信 シ ステ ム(ニ ュ

ーメデ ィア ・コ ミュニ テ ィ)で あ る
。

基盤 的な デー タベー スを構築 ・提供す る法人 に

対 して は,1986年 度 か ら出資制 度 を創 設 してい

る。

な お,1987年 度 か ら上 記①,② お よび③ の シ

ステ ムに関 して非設備資金 の融資 が認 め られ,⑥

の シス テム とともに設備 のみな らず ソ フ トウ ェア

開発資金等 につ いて も融 資 を行 って いる。

1988年 度 か ら電 波障害 問 題 に対 処す るた め に

「電 磁環境 整備促進」融 資制度 を
,ユ ーザーの ニ

ー ズに対 して最適 な シス テムを構築 ・提供 ・保 守

す るサ ー ビス業 者 「システ ム ・インテ グレー ター」

およびハ イ ビジ ョン機器等 の開発普及 を推 進す る

法 人 に対す る出資 制度 が創 設 され た。1989年 度

においては,移 動体 対応 型総 合情 報処理 シス テム,

ISON対 応 型 情報 処理 シス テ ム,ハ イ ビジ ョン利

用 モ デル地 域 の整備 を新 たに要 求 す る。

〈財投>174億P](情 報化促進枠1,100億円の内数)

国 情 報機器等 信頼性 向上(日 本開発銀 行融資)

高 度情報化 社会 を着実 に構築す るため には情 報

関連 機器,部 品,材 料等 の信頼性,性 能 の飛躍 的

な向上が不可 欠で ある。 この ため,情 報機 器等 の

製造 に当 たって信 頼性 の向上 を図 るための設備投

資 に対 す る融資 を行 う。

〈財投>200億 円(情 報化促進枠1,100億円の内数)

團 情 報処理安 全対策整備促 進(日 本 開発銀行融 資)

情 報化 の進展 に伴 い,既 に経済 ・社会の 多 くの

分野 が コン ピュータ ・シス テムに大 き く依存す る

状況 に至 って い る。 この よ うな状況下 で,ひ とた

び自然 災害や人為 的な要因 によ り,コ ンヒ。ユー タ

・システ ムの機能 が停止 した り
,デ ー タの破壊等

が発生 した場 合 には,そ の被害 を受 け たシステム

自体 に とどまらず,経 済 ・社会活動 に深刻 な影響

を及ぼす こととなる。

この よ うな混乱 を未然 に防 止す るため,コ ンピ

ュー タ ・システムの代 替機能,再 構成機能等 を果

たすた めの バ ッ クア ップ ・セ ン ターの整備,ま た,

各 事業所 ご とのセ キ ュ リテ ィ対策 を推 進す るため

の各種設 備 の取 得 につ いて低利 融 資を行 う。

〈財投>53億 円 ～情報化促進V,Ul,100億円の内数、

團社 会基 盤 整備 勘定(開 銀 等 に よ るNTT無 利 子

融資)

1987年 度 補正予 算 で創設 され たNTT株 式 の 売

却収 入の活 用 によ る社 会資 本 の整 備,す な わ ち

NTT無i利 子 融資制度 の うちCタ イプ(開 銀等 か ら

の融資 を行 う もの)に ついて,既 存の ニ ュー メデ

ィア ・コ ミュニ テ ィ地域 内の共 同利 用型情報処 理

施 設等 に加 えて,新 規 に総 合EMCセ ン ター,地

域産 業情 報高度 化お よびハ イ ビジ ョン利用 モデル

地域整 備事業 を要 求す る。

固情報化 関連税 制

(1げ ログラム等 準備金の延 長

①汎 用 プ ログラム開発準備 金

IPAに 登 録 した汎用 プ ログラムの売 ヒ高の30

%を 準 備 金 として積 立て。

② デー タベ ース構築 準備金

デー タベ ースにかかわ る売上 高の10%の 積 立

て。

③ 統合 システ ム保守準備金

統 合 システ ム(シ ステ ム ・インテ グレーシ ョ

ン)サ ー ビスの受託 にかかわ る収入 金額 の10

%の 積 立て。

④ いず れ も4年 据置4年 均等取 り崩 し(益 金算

入)。

(2)電子 計算機 買戻損失 準備金 の延 長

電子計算機 の買戻損失 発生 の実績 に基づ いた実

績率 によ り,買 戻特約 付 き電子計算機 販売額 の一

定割合 を準備 金 と して積 立て。

買戻損失 が発生 した際に,古 い ものか ら順次 取一



り崩 し(益 金算入),又 は5年 据置5年 均等取 り

崩 し。

(3)その他新規税制

産業社会の発展基盤 となるネットワー ク化促進

に資す る機器の取得について投資促進税制を要求

するほか,所 要の税制 を要求す る。

酩個別産業の情報化の推進

地域の情報化や他の産業に対する波及効果等の

面で重要性の高い個別の産業につ き,産 業単位の

情報化のあり方を検討 し,必 要に応 じ 「情報処理

に関する法律」に基づ く 「連携指針」の策定を行

う。

6.情 報関連技術開発の推進

情報化の推進に不日∫欠な技術開発として第五世

代コンピュータ,電 子計算機相互運用データベー

スシステム,科 学技術用高速計算 システム等 につ

いて,1989年 度 も引 き続 き強力に推進する。

また,基 盤技術研究促進センターの出融資機能

の積極的な活用及び同センターから出資を受けて

設立されたR&D会 社の研究開発の促進を図 る。

固第五世代コンピュータの研究開発

1990年 代に向 けて,人 工知能,非 ノイマン型

高度並列処理等の革新的技術を駆使 した新たな世

代のコンピュータ(第 五世代コンピュータ)の 研

究開発を引 き続 き強力に推進す る。

〈r・Pt>64.5億円(57.3億円)

②電子計算機相互運用(イ ンターオペラブル)デ

ータベース ・システムの研究開発(大 型プロジェ

ク ト)(前 掲)〈 鱒>14.3億 円(11.4億円)

團科学技術用高速計算 システムの開発(大 型プロ

ジェク ト)

科学技術演算処理を目的 とした,演 算速度を飛

躍的に高めた高速の計算 システムの研究開発を引

き続 き実施す る。 〈予算>24.2億円(27.8億円)

囚ニューロコンピュータ等新情報処理技術

人間と類似の感覚を持 った情報処理という新た

なパ ラ ダイムの開拓 を 目指 して,ニ ュー ロコンピ

ュー タ,バ イオ コンピュー タ,光 コン ピュー タ等

の新情 報処理技術 が持 つ ポテ ンシ ャルを追 求 し,

その将来 展望・社 会的 インパ ク トについて評価 ・検

討す る。 〈鱒>0.2億FLJ(新 規)

團 超 電導素子 および材料

超 電導技術 の産業分野 への応用 を中長期的視点

か ら図 ってい くため,超 電 導研究 開発 に係 る施策

等 を積極的 に展開す るとと もに国際協調 を積極 的

に推進す る。

具体 的に は,超 電 導 に関す る調査事業,超 電導

に関す る国際協 調,超 電導研 究開発 ・国際交流等

の ための民 間 の体制 整備 を行 う。

〈f'fi>18.8億円(10.6億 円)

固 診療支援 システムの開発

医療技術 の進 歩等 によ り,医 療情 報が急増 して

い るに もかかわ らず,診 療業務 の情 報化 が遅 れて

い るため,医 師 が大量 の知識 ・デー タを扱 うこと

が で きない とい う危機 的状況 に陥 って い る。 これ

を解決 す るには,医 師の診療業 務 を直接 支援 す る

情報 システムを作 るこ とが必要 で あ り,検 査 ・診

療結果 等 を もとに疑わ しい病 名,行 うべ き検査等

をエキ スパ ー ト ・システ ムを用 いて表示 し,医 師

の意思決定 を支援す る コンサ ルテー シ ョン ・シス

テ ムの開発 を引 き続 き行 う。

〈予算>0.6億 円(0.6億 円)

団 基盤 技術 研究促 進セ ンターの 活用

基盤 技術研究促 進セ ン ターは,民 間 において行

われ る基盤技術 に関す る試験研 究 を促進 す るた め

に,そ れ に要す る リス クマネーの提供 等 を行 う機

関 であ る。

1989年 度 にお いて も,共 同試 験 研究 法人 等 へ

の出資,条 件付無 利子融資等 によ り,技 術 開発 の

促進 を図 る。 〈財投〉出資事業費210億円(192億 円),融 資

事業費70億円(68億 円)

7.情 報 化未来都 市構 想の推進一



一
モ デル的 な都 市 開 発地 域 に おい て,21世 紀 に

向 けて導 入が期待 され る先進 的情 報 システ ムを整

備 しつつ,産 業 ・社 会 ・家庭 の情 報化 を一体的 に

推進 す る ことによ り,都 市機能 の高度 化を推進 す

る。

〈全体概念〉

① 国際化,情 報化 に対応 した高機能 ビジ ネス街

区 と快適 な居住 空間 が融 合 した職住近 接の未来 都

市 を構築 。

② 地域LANの 構 築,地 域 管 理等 を行 う情 報 中

枢 セ ンター(エ リアマ ネジメ ン トセ ン ター)の 建

築な ど高度情 報 サー ビスの提供 をバ ックア ップす

る情報 イ ンフラス トラクチ ャーを整 備。

③先進 的な情報 ア プ リケ ーシ ョン ・システ ムを

導 入 し,社 会 機能 の向上,知 識融合 型産 業(ニ ュ

ー メデ ィア ・ビジネス)の 育成
,既 存産 業の高度

化 等の情報化 ニ ーズに沿 った システ ムを構築。

1989年 度 にお い ては,予 算,財 投,税 制 上所

要 の措 置 を講 じ,情 報化未来 都市構想 を推進す る。

〈予算>0.86億 円(0.95億 円)

〈財投〉総合地域管理施設の整備,日 本開発銀行等出融資

〈税制〉施設の特別償却等

8.地 域情 報化の推 進

高度情 報化社会 の円滑 な実現 を図 るためには,

地 域間 の情 報化格差 を是正 しつつ全国的 にバ ラン

スの とれた情報化 を推 進す ることが不可欠 であ る。

この ため,地 域 のニ ーズに即応 した各種 の情 報

システムの開発,普 及 を図 る ことを目的 とした ニ

ューメデ ィア ・コ ミュニテ ィ構想 の応用発展 地域

へ の展開 を図 るほか,地 域 情報化基 盤施設 の整備,

地 域情 報化促進 の ための財 投制度 の活用等 によ り,

地 域情 報化の推進 を図 る。

団 ニュー メデ ィア ・コ ミュニテ ィ構想 の応用発展

地域へ の展 開

モデル情 報 システ ムを応用 し,か つ発展 させ た

形 で導 入 しよ うとす る地域 をニ ューメデ ィア ・コ

ミュニテ ィ構想応 用発展地域 として指定す ると と

もに,フ ィージ ビ リテ ィ調 査を実施す る。

構築 されたモ デル情 報 システム を標準仕 様化 し

デ ー タベー ス化 し,こ れ を同様 の地域 に普 及す る

こ とによ り地域 の情 報 化の一一層 の促 進 を図 る。

〈予算>0.42f9.[1](0.45{di[「])

團 民 活法 に基 づ く地域情 報化基盤施 設(ニ ューメ

デ ィア ・セ ンター)の 整備 促進

地域 情報化基 盤施設(ニ ューメデ ィア ・セ ンタ

ー)に つ いて
,本 施設 の構 築主体 に対す る日本 開

発銀 行等の 出融 資制度 によ り,そ の整備促進 を行

う。日本開発銀行出融資,北 海道東北開発公庫出融資

團地域情 報化促進 出融資(北 海道東北 開発公庫 出

融資)

情 報 化の進展 に伴い 多様 化,高 度化 す る地域 の

ニーズに対 応 し,地 域 情報化格 差の解消 を図 るた

め,先 進 的かつ高度 な情報処理 ・通信 シス テムの

導入促進 を目的 とし,シ ステ ムの構築 に必 要 な設

備 ・非設備 資金 の融 資 および出資 を行 う。

対象 とす る シス テムは,日 本 開発銀行 の情 報処

理 ・通信 システム化促 進 に準 ず る。(前 述)

〈財投>53億[i](1,450億 円の内数)

囚 地 域情報化 基盤整備 出融資(北 海道東北 開発公

庫)

ソ フ トウ ェア危機,地 域 ソフ トウェア開発 需要

に対応 す るために北海道東 北地域 において ソ フ ト

ウ ェア開発事業 者 に対 して長期低利 の資金 を融 資

す る。 〈財投>21億 円(1,450億 円の内数)

團 地域情 報処理安 全対策整備促 進出融資(北 海道

東北開 発公庫)

地 域 の経済 ・社会が コン ピュータ ・システムに

大 きく依存 してい る状況下 で,ひ とたび コン ピュ

ー タの停止等 が発生 した場 合に は,地 域 経済 に深

刻 な影響 を及 ぼす ことが予想 され る。 この よ うな

混乱 を未然 に防 止す るためにバ ックア ップセン タ

ーの整 備 等 につ い て低 利融 資制 度 を創設 す る
。一



〈‖手把と>40f.9■IT1σ)}ノ]数↓L450(意Plσ)1内数)

⑥ 基盤技術研 究促進 セ ンターの ニュー メデ ィア ・

コ ミュニテ ィ構 想推 進法人への 出資

ニ ューメデ ィア ・コ ミュニテ ィ構想 の推進 法人

に対 し基盤技術研 究促進 セ ンターか らの出資 を実

施 す る。 〈貝椴 〉基盤技術II形部立進セノタ一一}1憤枠210億rl

ti)1句数 ↓192t.9a[iJa)[JS数)

9.デ ー タベ ースの整備 および情報提供 サー ビス

の充 実

データベー スは,情 報化社会 を支 える柱の1つ

で あ り,情 報化の前提 条件で もあ るが,国 内 のデ

ータベース整備 は諸外 国に比べ 大 きく立 ち遅 れて

お り,そ の整備が急務 であ る。

この ため,民 間 におけ るデー タベ ースの構築 促

進,公 的デ ー タベースの構築促進,デ ィス トリビ

ュー ターの育成,政 府 保有 デー タの民間へ の提供

拡 大等総合 的な デー タベ ース整備 施策 を講 じる。

団 重要 データベ ースの構 築促進

先端技 術(フ ァインセ ラ ミックス,新 素材 等)

分 野等 の重要 なデ ータベー スにつ いて,そ の構築

に向 けた開発 計画 調査 を実施 す る。

〈1つ算>0.47億lil(0.59億li])

圃 デ ータベー スの国際化促進

海外か らニー ズの高 いわが国経済情報 の技術情

報 等につ いて,海 外向 けのデ ータベースの構築 に

関 す るフ ィー ジ ビリテ ィス タデ ィを行 うとと もに,

海 外 提供 体制 整 備 の ため の調 査 ・検 討 を行 う。

〈}算>O.25億 円(新 規)

團 公的デ ータベ ー スの構築 お よび政府 保有デ ー タ

の民間提供 の拡大

通商産 業行政 を推進 して い くうえで必要 な公的

デー タベース(技 術,特 許,中 小企業関連 等)に

つ いて引 き続 きその構 築 を推進 す る。

圏民 間に おけるデータベ ース構 築支援

社会的 に重 要な デー タベー スを構築 す る法人 に

対す る日本開発銀行 出資お よび低利 資金の融資 を

実施する。

また,デ ータベースの構築時の負担の軽減 を図

るためのデータベース構築準備金により,デ ータ

ベースの構築 を支援する。

⑥データベース台帳の整備

現在,わ が国で利用可能な各種データベースを

対象 としたデータベースの台帳(デ ータベースの

種類,所 在,内 容等)を とりまとめたデータベー

ス台帳の整備を引 き続 き行 う。

10.発 展途上国の情報化への協力

情報化の国際的展開を図るため,太 平洋地域 を

含む発展途上国に対す る協力を引 き続 き積極的に

行 う。

田近隣諸国間の機械翻訳 システムに関する研究協

力

日本を中心 とす る近隣諸国間の技術 ・文化等の

交流を促進 し,よ り一層の発展を図るため,日 本

語 と現地語の言語障害壁 を解消す ることを目的と

して,日 本語と中国語等の機械翻訳 システムを開

発す る研究協力に本格的に着手する。 〈予算〉研究

協力推進支援事業および研究協力事業のうち6.4億円(3.3億円)

図国際情報化協力センター事業の推進

発展途上国の情報化を推進 し,現 地の経済 ・産

業の発展に資す るため,情 報化推進の中核 となる

技術者育成のための研修を実施するとともに,現

地にわが国の技術者を派遣 し現地の情報化のため

の指導 を行 う。

〈予算〉技術協力事業費補助のうち2.4億円(2.4億円)

国アジア総合的情報化に関する研究協力

ァジァ諸国における総合的情報化 を促進するた

め,先 進的ソフ トウェア作成技術,知 識情報処理

技術,デ ータベース構築技術,OSI等 の各種の情

報処理技術体系を効率的に修得でき,か つソフ ト

ウェアの開発環境に資する知的CAIシ ステムを開

発するための基礎調査 を実施す る。

〈予算>0,2億円(新規)一
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昭和63年 度 情報化 月間ハ イライ ト

情報化社会の健全な発展のために国民の間に情

報化についての正しい認識 と理解を深めることを

目的 として,毎 年10月 を情報化月間 と定め,昭

和47年 以 来通 商産業省 をはじめ,関 連7省 庁及

①情報化促進貢献個人等表彰状の授与

情報化月間のオープニング ・セレモニーとして,

10月1日 政府主催の 「記念式典」 を開催す る予

定でしたが,事 情 によりこれを取 り止め,通 商産

業省をはじめ関係省庁において個別に同日,情 報

化促進貢献個人,同 企業 ・団体及び優秀情報処理

システム並 びに全国高校生プログラミング・コン

テス トの入選作品に対する表彰状の授与を行いま

した。

②展示会の開催

情報化月間期間中,関 係団体 ・民間団体等の協

力 を得て全国約30ケ 所において,一 般市民がコ

ンピュータや情報化への親 しみと理解を深めるの

に役立つよ うな情報化に関する展示会等を開催 し

ました。

③講演会の開催

中央 ・地方都市約100ケ 所において情報化等に

関す る講演会を開催 しました。

④全国高校生プログラミング ・コンテス ト

日本全国の高等学校に在籍する生徒(高 等専門

学校1～3年 生を含む)を 対象としたプログラミ

ング ・コンテス トを行いました。

⑤中学生コンピュータ ・セミナー

地方都市6ケ 所において,中 学生 を対象に情報

処理全般 について理解を深めることを目的 とした

セ ミナーを実施 しました。

また,総 合的な広報 として,「 感 じています情

報風」のコピーを入れたポスター6,000枚,「 こ

こまでで きる家庭の情報化」のPR誌70 ,000部 を

作成し,配 布 しました。

び地方 公共団体,民 間団体 ・企 業等にお いて,各

種の行 事を行 って い ます。

行事の1三な もの をあげれば,次 の とお りです。
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昭和63年度情報化月間表彰者等一覧

1.昭 和63年 度情報化促進貢献個 人
(五 十 音1頂)

氏 名 所 属 業 績

赤羽根恵吉
千歳興産株式会
社 常勤監査役

昭和46年 より長年にわたり,情 報処理技術者試験の試験委員及び専門委員,情 報化対策

委員会情報処理技術者試験部会の委員として活躍し,本 試験の円滑な実施及びその普及
に尽力し,情 報処理技術者の育成に多大な貢献をした。

財団法人機械電 昭和59年 から3年8か 月の長きにわたり,情 報処理振興事業協会の理事長として,シ グ

安 達 次 郎 子検査検定協会 マ システ ム構 築 事 業,並 びに 融 資事 業 の 創設 等,協 会 業 務 の拡 大 ・充 実 を 図 り,も っ て

会長 我が国の情報化の促進に多大な貢献をした。

石 井 威 望
東 京 大 学

教授

長年にわたり,産 業構造審議会委員等各種審議会委員を歴任 し,国 の情報化施策に貢献
するとともに,著 作等の活動を通じて情報化に関する知識の普及,啓 発に尽力し,我 が

国情報化の推進に多大な貢献をした。

伊 東 健 治

商船 三井システ
ムズ株式会社

OA機 器営業部

部長代理

永年にわたり,海 運業界における情報処理業務の合理化に尽力するとともに,各 種委員
会委員として標準化及び統一化の推進に努める等我が国情報化の促進に多大な貢献をし
た。

奥 野 忠 一
東京理科大学
理事'教 授

統計審議会委員として統計情報 システムの整備等に寄与し,臨 調答申具体化方策の推進
に際して行政情報の総合利用推進方策等に助言する他,国 の情報処理要員の育成に携わ

るなど,行 政情報システムの推進に多大の貢献をした。

株式会社システ 長年 にわ た り,大 学等 に お いて 電気 通 信 関係 の教 育 ・指 導 に当 た る と と もに,著 作 ・講

片 方 善 治 ム研究 セ ン ター 演等を通じ,情 報化の普及 ・啓蒙に尽力したほか,家 庭における情報化に積極的に取組
理事長 み 提 、ミを行 うな ど,情 報 化 の 推 進 に多 大 な 貢献 を した 。

財団法人電気通 長年にわたり,情 報化社会及び情報産業等の研究に従事し理論的解明に努めるとともに,

小松崎清介 信政策総合研究 著作 ・講演 ・大学での講義等の活動を通じ,情 報産業等に関する啓蒙に尽力し,我 が国
所参与 の情報化に関する研究活動の推進に多大な貢献をした。

株式会社名古屋 昭和53年 より,(社)日 本情報センター協会の監事として団体運営の健全化に携わるとと
近 藤 義 男 会計計算 センター もに,中 部地区の地区幹事として地域の情報化の推進に尽力し,我 が国の情報化の促進

代表取締役社長 に多大な貢献をした。

株式会社西武情 (社)日本情報通信振興協会の設立に尽力し,同 協会の副会長を務め,広 く電気通信事業
鈴木 清彦 報 セ ン ター に係る啓蒙活動に尽力した。また,基 盤技術研究促進センターの設立に積極的に協力す

代表取締役社長 るなど,通 信技術の開発促進に多大な貢献をした。

財団法人自動車 自動車検査登録業務の電子情報処理システム導入に関する基本構想,設 計,構 築並びに

成 田 行 男 検査登録協力会 運営に努めるとともに,部 内研修及び関連業界への講習等に尽力し,我 が国情報化の促
理事 進に多大の貢献をした。

株式会社堀場製 財団法人京都産業情報センターの設立に尽力するとともに,以 来10年 間理事長として同
堀 場 雅 夫 作所 センターの活動を通じて京都府産業界における中小企業及び地域の情報化の推進に多大

代表取締役会長 な 貢 献 を し た。

松 山 公 一
九州東海大学
学長

長年にわたり,活 発な講演 ・著作活動を通じて情報処理技術者の育成に尽力するととも
に,ソ フトウェア生産環境についての認識の高揚に努め,熊 本県を中心として地域の情

報化の促進のため多大な貢献をした。

株式会社ランド 昭和52年 から(社)ソ フトウェア産業振興協会の監事,理 事を歴任し,卓 越した判断をも

水 口 英 明 コ ン ピ ュ ー タ 代 って業 界 を指 導 し,昭 和59年 に は,(社)情 報 サ ー ビス産 業協 会 の設 立 に あた り取 りま と

表取締役副会長 めに尽力し,我 が国情報化の促進に多大な貢献をした。

2.昭 和63年 度情報化促進貢献企業等

企業等の名杯 代表著名 業 績

株式会社旺文社
代表取締役社長

赤 尾 一 夫

教 育 出版 社 と して,永 年 蓄積 し た教 育 ノ ウハ ウ及 び教 材 デ ー タ を公 開 し,同 業他 社

等 の利 用 を可能 に し,教 育分 野 で の情 報 化 に,ま た,ニ ュー メ デ ィア対 応 のCAI
シス テ ム等 を開 発 し,コ ン ピュ ータ教 育 の普 及 ・啓発 に多大 の貢 献 を した。一



企業等の名称 代表著名 業 績

財団法人大阪中小
企業情報センター

理事長

柳 庸 夫

人材 ・企業製品情報等のデータベースへの蓄積及び提供事業,情 報化プラザ事業等積極的
に推進 し,地 域の情報化のため普及 ・啓発 ・指導等を行い,中 小企業の情報化促進
に多大の貢献をした。

勝田商工会議所 会頭
鈴 木 島 蔵

昭 和52年2月 に汎 用 コ ンピ ュ ー タを導 入 し,以 来,中 小 企 業 の共 同 利 用体 制 の確 立

等 に 努 め る とと もに,ワ ー プ ロ教 室 等 の開 催 に よ り情 報 化 支 援活 動 を展開 し,中 小

企業 の経 営 の合 理 化 ・近 代 化 に 多 大の 貢献 を した 。

株式会社コア
代表取締役社長
種 村 良 平

多品種 ・多頻度 ・小 ロット発注に対応する高度物流管理システムを中核としたVA
Nサ ー ビスシステムを構築し,中 小卸売業者の情報化促進に寄与し,ま た,地 域に教育機関を設置し地域

の情報化促進に多大の貢献をした。

スターネ ッ ト株式

会社

代表取締役社長

大 西 一 敏

多数の企業に対し,経 済的かつ安全性 ・信頼性の高い各種VANサ ー ビスを提供し
企業経営の高度化に貢献した。また一般第二種電気通信事業者協議会の活動を通じ
電気通信事業の発展に多大な貢献をした。

株式会社セイノー
情報サービス

代表取締役社長
鈴 木 秀 郎

多数の企業に対する物流VANの 提供,地 方自治体と共同した地域VANを 通 じ,企業経営の効率化と国民生活
の向上に多大な貢献をした。また一般第二種電気通信

事業者協議会の活動を通じ電気通信事業の発展に多大な貢献をした。

東京電力株式会社 代表取締役社長那 須 翔

全社を挙げて,オ フィス作 り及び業務のスリム化を目的に業務実施運動を実施して
おり,業 務口削減を実現するためのOA化 を指向したことにより,新 しい統合OAの方向性を

示し,我 が国のOA情 報化推進に多大の貢献をした。

日本 タイムシェア
株式会社

代表取締役社長
伊 藤 正 之

すぐれたソフトウェア開発と全国的なサービス体制の形成により,中 央諸官庁,公

共,公 益企業をはじめ産業界の情報化に貢献し,情 報サービス産業界の中核企業 と
して先導的役割を果たし,情 報サービス産業界の発展に多大の貢献をした。

株式会社 フジミッ
ク

代表取締役社長
寺 沼 功

パソコン通信サービスの提供に関し電波メディア等の活用
,利 用者の操作性の向上など

により国民のパソコン通信サービスに対する関心を高めその普及促進に貢献し
た。また出版,委 員会活動を通 じ情報化の推進に多大な貢献をした。

北海道ビジネスオ
ー トメーション株

式会社

代表取締役社長
上 口 國 夫

昭 和39年 設 立以 来,総 合 情 報処 理 企業 と して,各 種 コン サル テ ィン グか ら シス テ ム

開 発,受 託 計 算 業務 等 コ ン ピ ュー タ利 用分 野 で 幅 広 い サ ー ビス を提 供 し,地 域 社 会

の情 報 化 に多 大 の 貢献 を した 。

株式会社ホテルオ
ークラ

代表取締役社長
後 藤 達 郎

業 界 で は初 の 本格 的 な オ ン ライ ン シ ステ ム に よ る正確 か つ 迅速 な サ ー ビス の提 供 及

び利 用 者 の ニー ズ に即 した サ ー ビスの 提供,通 信 衛星 利 用 に よ る国 際 デ ー タベ ース
へ の接 続 可 能 なパ ソ コ ン シス テ ムの構 築 等 ホ テ ル業 界 の情 報 化 の促 進 に 多大 の 貢献

を した。

三井倉庫株式会社 代表取締役社長
原 五 郎

昭和38年 以来,業 界では先駆的に業務のコンピュータ化を図り,情 報処理に関する

知識の普及,標 準化に努め,顧 客と共同したオンライン情報交換を開始する等倉庫
業界の情報化の促進に多大の貢献をした。

株式会社 リウコム 代表取締役社長大 城 啓三郎

昭和48年 設立以来,今 日まで汎用的なシステムの構築に努め,ま た,電 子計算機シ
ステム安全対策実施事業所の認定を受けており,安 定した情報処理サービスの提供
により,情 報処理ニーズに応えており,地 域の情報化の促進に多大の貢献をした。

3.昭 和63年 度優秀情報処理 システム

システムの名称 表彰対象者名 表 彰 理 由

営業店情報システ
ム

教育オンラインシ
ステム

光化学スモッグ情
報配信システム

株式会社泉州銀

行

尼崎市立教育総

合センター

富士通エフ・アイ
・ピー株式会社

取引顧客の情報をワークステーションに保有することによって,顧 客情報管理の充

実を計 り,営 業店渉外員の訪問予定表を出力することにより,効 率的な営業活動が
計 られ,預 金,貸 付等金融機関の業務向上に寄与した。

教育分野への情報化の一環として全国に先がけて,尼 崎市全域の市立小 ・中学校,
高校とオンラインで接続し,教 員が使用する教材,文 献に関してオンラインにての

検索を実現 し教育指導において飛躍的な質的向上を実現 した。

光化学スモッグのデータ監視,前 日予報及び当日予報を広範囲な地域においてリア
ルタイムに予測精度の高い発生機構を実現したシステムであり,社 会性をもったネ

ットワークの構築の先鞭として寄与した。一



一一
シ ス テ ム の 名 称 表彰対象者名 表 彰 理 由

財務会計 オンライ
紀 陽 ソ フ トウ ェ

ア サ ー ビス株 式

小規模の町村で従来,手 作業で行っていた予算編成から決算までの財務会計事務を
合理化 ・標準化した。また,指 定金融機関 とのネットワークを利用し,行 財政事務

ンシステム 会社 の省 力化 ・厳IE化 に 寄 与し た。

住民行政サービス
株式会社
諏訪広域総合情

テレトピアのモデル都市に指定されている長野県諏訪地域広域市町村圏において,

居住市町村以外からも各種証明証等が交付できるシステムを全国に先駆けて構築し
システ ム

報 セ ン タ ー 住民 サ ー ビ スの 向 ヒに多 大 な貢 献 を した。

消防通信指令施設 横浜市消防局
従来人手によって行っていた通報時の災害地点の特定や,車 両の管理 ・病院等をシ
ステム化することにより災害発生時の通報から出発指令までの時間の短縮化を図り,

災害時における迅速 ・的確な対応に多大な貢献をした。

総合 情 報 オ ンラ イ ン

シス テ ム
「シス テ ム100」

日本生命保険相
∫総 社

本 シ ス テ ムは,複 数 の ア プ リケ ー シ ョンか ら構成 され,大 規模 な シ ステ ム を構 築 し

て お り,企 業 内の 事務 コ ス トの 削減,事 務 体 制 の 整備 等 に成 果 を示 し,ま た,こ れ

らを公 表 し,我 が国 の 企業 のOA化 の推進 に 寄与 した。

DNAシ ーケ ンス 入 力

解 析 シス テム

(DNASIS)

日 、'万ソ フ トウ ェア

エ ン ジ ニ ア リ ン

グ株 式 会 社

従 来,人 手 や 中型 コ ン ピ ュー タで実 施 して い た遺 伝 子情 報 の 解析 を安 価 な パ ソ コ ン
で バ イオ研 究 で は不 日J欠のDNAシ ー ケ ンス の入 力,解 析 を実現 し,飛 躍 的 に高 効

率 で行 うこ とに よ り,医 学 界,食 品業 界 等 の進 歩 に寄 与 した。

東海道 ・山陽新幹
線新指令システム

東海旅客鉄道株
式会社

西日本旅客鉄道
株式会社

運 転 管 理,電 力 系 統監 視,沿 線 設 備 管理 を含 め た総 合 指 令 シス テこの シス テ ムは,

ム を確 、アし,CRTを ベ ー ス とし た新指 令 シス テ ム に よ る指 令 業務 の効 率 化,、省 ス

ペ ー ス化 を図 る と と もに,輸 送 サ ー ビスの 信 頼性,情 報 提供 の 迅 速 性等 利 用 者利 便

の向 上に 寄 与 した 。

トータル債権管理
システム

東京総合信用株
式会社

総合信販では初めてのオートコールによるトータル債権管理システムであり,社 会
的問題となっている個人金融サービスの発展に伴う不良債権増加の問題等を効率的
な回収を行い,信 販業界の健全化に寄与した。

日本語 リレー シ ョナ
ル デ ー タベ ー ス管 理

テ ィー デ ィー シ ー ソ

フ ト ウ ェ ア エ ン ジ ニ

大型 機 の 技 術 を生 か した本 格 的 な リレ ー シ ョナ ル型 デ ー タベ ー ス を核 と して,パ ソ

コ ン用 ソ フ トウ ェア と して は我 が 国 で初 め て の デ ー タベ ー ス回 復機 能 を供 え,OA

シ ステ ム(MRDB) ア リンク'株式会社 化ツールとして情報化の促進に寄与した。

パソコンによる化学

工学便覧情報システ

ム

株式会社東洋情
報システム

丸善株式会社

国内で広 く利用されている化学工学便覧ハンドブックに記載されている計算方法な
どを実用に即した形でパソコンソフトウェアとして実現したものであり,化 学 ・石

油業界を中心に広く利用され,業 界の発展に寄与した。

予見ファジィ制御方
式自動列車運転シス
テム

仙台市交通局

このシステムは,新 たに開発された制御理論を応用することにより,無 駄な操作が

無 く,熟 練運転士並みの乗り心地 と高い駅定位置停止精度を実現し,省 エネルギー
にも資する等列車運行の効率化及び利用者の利便の向上に寄与した。

AIRS
株式 会 社 イ ンテ

ッ ク

各種通信処理機能を総合的に提供するシステムであり,障 害への対応能力,サ ービ
スの柔軟性,サ ポートするプロトコルの豊富さ等に優れた機能を発揮し,企 業経営

の合理化 ・高度化に多大な貢献をした。

JALNET
日本航空株式会

社

家 庭 ・企業 内 の パ ソ コ ン と航 空 会社 の シ ステ ム とを ネ ッ トワ ー クこの シス テ ムは,

化 す る こ とに よ り,利 用者 に直 接,旅 行情 報,内 外 航 空会 社 の 空 席情 報,航 空券 の

予 約 な ど双方 向通 信 サ ー ビス を提供 し,利 用者 利 便 の 向上 に寄 与 した。

4.昭 和63年 度全国高校プログラ ミング ・コンテス ト入選作品

作 品 名
作 成 者

作 品 の 概 要
学校 ・学科 ・学年 氏 名

最優秀賞

海釣 り入門

千葉県立
一宮商業高等学校

情報処理科2年
〃 〃

〃 〃

石 川
片 岡
矢 部

裕
和
義

也

美
男 る 。

房総半島118か 所の釣 り情報 と釣れる魚の生態・釣 り期 ・

仕掛けなどをプルダウン方式で検索するプログラムであ一



作 成 者
作 目 名 口口口

学校 ・学 科 ・学 年 氏 名
作 川 の 概 要

優秀賞 岐 阜県 、ア 海津北高等学校
海 津北 高 ネ ッ ト 情報処理科 3年 井 口 雅 彦
ワ ー ク " ノ' 近 藤 剛 異機 種 のパ ソ コンや ワー プ ロ問 で の漢 字 を含 む 日本 語 デ

,ノ 〃 田 中 真 城 一 夕の フ ァイル変 換 を 可能 に し,あ わせ て電 子掲 示 板,
,' ,ノ 西 脇 稔 電 子 メー ル等 の機 能 を付 加 し たプ ロ ゲ ラ ムで あ る。
〃 〃 ～f田 清 勝

優秀賞 静 岡 県 、τ 浜松工業高等学校
構 造化 プ ロ グ ラ
ミング学 習 シ ス

テ ム

情報技術科
電 気 科
情報技術科

"

3年
〃

2年
ノノ

深 谷

馬 渕
大 木
加 茂

俊 介

睦 実
康 幸

謙 一

NSチ ャー ト,PAI)な ど判 りやす い図 形 と共 に プ ロゲ

ラ ム を画 面 ヒで編集 す る こ とに よ り,複 雑 な プ ロ ゲラ ム

を容 易 に作 成 す るプ ログ ラ ムで あ る。

優秀賞 群馬県立 前橋L業 高等学校
論 理 回 路 シ ミュ 電 子 科 3年 高 橋 康 志
レ ー シ ョ ン ノ' 'ノ 三 森 征 人

ノ, ,, 大 沢 哲

:

o

:

:

関 口

片 平
品 川

小 内

泰 典

伊波男
奏 郎

理 工

論理 回 路 の学 習 で基 礎 か ら応 用 ま で幅 広 く使 え,し か も

学習 者 がエ デ ィタ を使 って簡 単に い ろ い ろな 回路 を組 む

こ とが で き るプ ロ グ ラ ムで あ る。

,' 〃 大 沢 信 和
,ノ ,ノ 桜 井 成 樹
〃 〃 阿 部 真 哉

優秀賞 東京工業高等学校 多角測量および水準測量のデータを測量現場でポケコン
測}蕎 裸 処理プ 建 築 科 3年 砂 子 龍 一 に入 力 し,学 校 に帰 って か らこれ をパ ソコ ンに 転送 し て
ロ グ ラ ム デ ー タ処理 を行 い,プ リン タやXYプ ロ ッタに 出 力す る

プ ロ グ ラ ム で あ る。

優秀賞
物理実験室

早稲田大学高等学院

普 通 科 3年 八 柳 祐 一
高 校物 理 の教 材 で あ る放物 体 の運 動,回 転 運 動 な ど を シ

ミュ レー トし出 力す る プ ログ ラ ムで あ る。

努力賞

能登半島観光案
金沢高等学校

普 通 科 2年 大 場 裕 二
能登地方の地図とメニューを表示し,列 車時刻表,市 街

図,観 光地の説明,道 路図,宿 泊地に関する情報を与え
内 るプ ロ グ ラ ムで あ る。
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海外 の情報産業の動向

〈情報産業界の動向〉

DEC(DigitalEquipmentCorp.)は,1977年

に32ビ ッ トのVAX-11/780を 発 表 し,ス ーパ ー ミ

ニコンの時代 を誕生 させ ると同時 に,ミ ニコ ン業

界では初めて ミリオ ン ・ダ ラー企 業とな った。 当

社 は以後 も着実 に成 長 を続 け,現 在 まで売 上高,

純 利 益 と も概ね順 調 に増加 し,つ いに大型機の分

野に も進出 した。 この大型機の コー ド ・ネームは

PolarStarと 呼 ばれ,性 能 は,22MIPS,OSは

VMS,予 定 価格 は200万 ドル～250万 ドルであ り,

現 在のVAX-8700を4台 連結 した形 とな ってい る。

このPolarStarの 発 表 に よ り,DECは,本 格

的 に大 型機市場 に参 入 した こ とにな るが,ソ フ ト

ウ ェア開発(特 に大型機 向 けの)と 大容量 ハ ー ド

デ ィス ク記憶 装置 が,同 社 のボ トル ・ネ ックと さ

れ て い る。 ま た,こ の 市場 で はIBMの 圧 倒 的 優

位 が示 され てお り,新 機種 の顧 客 を どの よ うに開

拓 して い くのか,難 問 が残 されて い る。

〈政策 ・制 度〉

レーガン大統領は,そ の遺産 として現下の連邦

政府を生産的で効率の良いものに残 したい と考 え

ているが,そ の鍵 となるのは情報技術であるとみ

ている。

連邦政府 は1988年 度の情報技術 に関す る総支

出を174億 ドル予定 してお り,こ れは連邦予算の

1.7%に あたる。1982年 度 は92億 ドルで連邦予算

の1.2%で あったのに較べ ると,こ の6年 間で50

%の 増加である。

しかしなが ら,連 邦政府の情報化については,

個人情報の保護,行 政情報の公開などについて も

配慮が必要であ り,そ のため,電 子的情報の収集

と公開についての包括的な政策が立案 されるべ き

であ り,ま たこれからの情報システム計画は,技

術 をいかに効率良 く利用するかとい うことよりも

一般大衆が必要 とする情報をいかに有効に供給す

るか ということに重点を移すべ きであるとしてい

る。

〈エン ドユ ーザ環境 〉

ビジ ネス環境 の変 化や デス ク トップ技術 の向上

によ り,コ ン ピュー タ端末 か ら情報 を得 るこ とに

関心 を もつ トップ ・エ グゼ クテ ィブが増 えて きた。

そ こで,イ ン フ ォメー シ ョン ・シス テ ム(IS)

開 発 部 門では,ほ とん どコン ピュー タに触 れた経

験 がないわ りに,シ ステムに対 す る期待 が大 きい

エ グゼ クテ ィブ用 のIS,す な わ ちエ グぜ クテ
,イ

ブ ・インフ ォメー シ ョン ・システム(EIS)を 開

発 す る必要 に迫 られ てい る。

専 門 家 に よ れ ば,現 在 ア メ リカ の企 業 の約

1,000社 でEISが 稼 働 中 だ とい う。 その大部 分 は

企 業 内のIS部 門 で開発 した もの だが,な か には

EISツ ール ・パ ッケー ジと して発売 してい るPil-

otExecutiveSoftware社 の 「コ マ ン ド ・セ ン タ

ー」 な どの例 もあ る。 同社 によれば,ア メ リカの

企業 の70%が,現 在既 にEISを 導 入済 みか検 討 申

であ る とい う。'

〈ネ ッ トワーキ ング〉

ヨーvッ パ5カ 国 の9組 織か ら構 成 され る共 同

研究 プ ロジ ェ ク トが,ユ ーザ端 末 とLAN間 の 統

一 イ ンタフ ェースにつ いて合意 した。

この プロ ジェ ク トは,ECの 科 学 技術 開発計 画一ノ



海外ニュース

Espritの 一 環 として行 われてい る ものであ り,オ

ランダ,イ ギ リス,イ タ リア,フ ランス,及 び西

ドイツの企業 や研 究機関9組 織が参加 してい る。

あ らゆ る端末 を,将 来の ブ ロー ドバ ン ド統 合サ ー

ビスLANに 変 更 な しで接続 で きるよ うにす る こ

とによ り,デ ー タ,音 声,ビ デオ等 の同時通信 を

可能 とす ることを狙 い として いる。

今回合意 された イン タフェースが採用 され る と,

種 類 や メ ー カーの異 な る装 置 で も,多 種 多様 な

LANに 対 して,ケ ー ブル,コ ネ クタ,電 子 機 器

に何 ら変更 を加 える ことな く接続 で きるこ とにな

る。

この プ ロジェク トの成果 は,既 に国内外の標準

化機 関に提示 され,公 式採 用に向 けて検 討が行 わ

れ てい る。

〈Al>

研究室 内にお け るデモ レベルではな く,コ ン ピ

ュー タが(テ レックス を)"読 む"と い う動 作 を

行 うこ とが可能 とな りつつ ある。 これは,テ レ ッ

クス を受 け取 り,人 工知能 研究 におけ る自然言語

の概念 を利用 した処理,お よびその結果 に基 づ き

コ ンビ。ユータに フ ァイル化 す る,と い うプロセ ス

よ り成 る。

この計 画 は,ア メ リカにおいて は少 な くと も3

社 が進 め て お り,MCIInternational,Western

Union,お よ びTRTTelecommunicationsで あ る。

MCIで は その一 部 の サ ー ビスが 始 ま り,こ れ は

AutomatedMoney-TransferService(略AMTS)

と呼 ばれて い る。 テ レックスによ る資金 振替 サー

ビスにおい て,コ ン ピュー タと私設網 を世界 のお

よそ170万 台 の テ レックス と結 ぶ ために"読 む"

とい う能 力 を利 用す るの であ る。他の ア プ リケー

シ ョンと して,飛 行 機予 約 な どが 考 え られ る。

MCIで は,1つ の メ ッセ ー ジを処理 す る価格 と

して$1.5-一$0.40を 想 定 して お り,個 々 にはそ

の メ ッセ ー ジの大 きさによ る。

〈教育 ・訓練〉

防衛 や航 空工学,及 びその周 辺分野 では上 級 プ

ロ グラマ の不 足 が問 題 とな って い る
。 と りわ け

Adaの 技 術者不足 は深刻 で,DODの 仕 事 を請負 っ

てい る企業 の 多 くは,本 当 はAdaに 熟 練 してい る

人材 が欲 しいが,や む をえず少 な くとも2年 以上

の経験 を積 ん だ技術 者 とい うことで募集 してい る。

あ る担 当者 は,「 も し,誰 か論 文 の レ ジメでAda

に つ い て言 及 して いれば,彼 はた ちまち魅力 的な

掘 り出 し もの とみな され るだろ う」 と語 って いる。

この よ うな人 員不 足の原因 として は,ま ず多 く

の大学 がAdaの 受 け入れ に遅 れを とった事が挙 げ

られ る。例 えば,Adaを 講 座 と して設 けてい た大

学 は1986年 に はわず か45校 しか なか っ た。 現在

は,時 流 に乗 って140校 を超 えて い るが,現 在 の

熟練技術 者不足 の解 消 とはな り得 ない。

また,大 学 にお け る教育法 もAdaに と って は不

幸 で ある と言 える。典型 的 なコ ンビ。ユ一 夕サ イエ

ンスの コースは,多 くの システムや言語 を学 ぶた

めに,1つ の言語 に あま り多 くの時間 を さか ない。

従 って 多 くの場合,Adaへ の 限定 的 な適 性 は仕 事

を獲得 す るに至 らないの であ る。

さらに,Adaが 新 しい言 語 であ るため に,企 業

内 での研 修があ ま り行 われて いない事 も一 因 とし

て挙 げ られてい る。－
L



一
昭和63年度 ・秋

情報処理技術者試験

試験 区分:情 報処理 システ ム監査技術 者試験

特 種情報処理 技術者試験

オン ライン情 報処理技 術者試験

第 ・種情 報処理技術 者試験

第 二種情 報処理技 術者試験

受験 資格:情 報処理 システ ム監査技術 者試験

↓当該年度 の4月1日 現在 におけ る年齢

2761琵以 上)

特 種情 報処理技術 者試験

('『該年度 の4月1H現 在 におけ る年齢

25島琵以 ヒ)

オ ンラ イン情報処理 技術者試験,第 一一

種,第 二種情報処理 技術者試 験

(受 験 資格 な し)

試 験期 日:昭 和63年10月16Fl(日)

合 格発 表.第 二種…昭和63年11月 末 日(?定)

第 一種 …昭和64年1月 中旬(〃)

システ ム監査

オンライン ・昭和64年1月 末 日

特 種(予 定)

試 験 地:全 国33地 区

札幌,帯 広,盛 岡,仙 台,秋 田,水 戸,

宇 都宮,前 橋,埼E,千 葉,東 京,八

王r,横 浜,新 潟,長 野,静 岡,名 古

屋,富 山,金 沢,福 井,京 都,大 阪,

応募者数/受 験者数/受 験率(第1表)

シ ステ ム監 査

種

ン

種

種

イラ

一

.

佛

ン

特

オ

第

第

9.166人/5,091人/55.5%

20、506人/11.772人/57.4%

10,932人/7,088人/64.8%

77,034人/48,458人/62.9%

179.381人/116,372人/64.9%

297,019人/188、781人/63.6%

神戸,岡lh,広 島,高 松,松 山,福 岡,

長崎,熊 本,大 分,鹿 児 島,那 覇

試 験地別受験状 況

受験 率 ヒ位3位 は以 下の通 り

システム監査 新 潟,札 幌,大 分

特 種

オンライン

第 一 種

第 二 種

年齢別応募者数(第1図)

新潟,福 井,盛 岡

福井,大 分,新 潟

新 潟,大 分,秋 田

新潟,帯 広,鹿 児 島

第 二種 は20歳 前後,第 一種 ・オ ンラインは20代

半ば,特 種は20代 後 半に多 く,シ ステム監 査は30

代 半 ばか ら40歳 にか けて 多 くな って い る。

勤務先別 応募者数(第2表)

シ ステ ム監査,特 種,オ ンラ イン,第 一種 につ

いては,ソ フ トウェア企業 が最 も多 く,第 二種の

み学 生が最 も多い。

〈第2表 〉

勤務先別応募者数

.

卿務先
シ^

》ステム'

澱 ・・剰
鰻
。 ・ご ・

.担 元ンライン
1種 2種

(秋期)

杉ぷ'襲
1.66
(-16, ) (

,181
10.7)

L520 5,965
(-4.1)

7,663

(-4,0)

藁辮華
2.70

(-0. ) (
.676
6.3)

4,589 33,371
(5.9)

50,495
(0.7}層

i－ 躍
プz

1.80
(3. )

3,939
(6.2)

2,435 13,581

(7.7)

24,731
(4.4)

舜講 堂 檀・"
吟 一^一 ,～.鍋

糞桑 ・1琳＼

2.31
(-18.7)

3,896
(1,2)

1,662 12,989
(17)

22,724
(-2.0)

・

,鱗 片

一;

11
(2. )

120

(-14.3)

80 595

(-L7)
L255
(-10.2)

'戦 ～
・'軒端 賄

、

』 ぶ'ド ・

12

(-12. )
336
(2,4)

197 1,333
(15.5)

1,593
(4.4)

自 営
'

♂〆 ㌔

7

(-31. )
82
(20.6)

35 201
(-4.7)

318
(-21.5)

蹄燥
,工

23
(-41, )

35
(-14.6)

9 41
(-14.6)

135
(-25.0)

熟 蚕., (-82, )
27
(-59.1)

245 6,948
(10.3)

59,340
(4.1)

鱗 竺ヨ 7
(-41. )

125
(-20.4)

78 975
(0.7)

2,521
(-4,7)

蕊 捻螂
、 ひ (128 )

89
(16L8)

82 LO35
(166.8)

8,606
(309.8)

馨 馨繋 9.1(-10 ) 20,506(1.9) 10,932 77,034
(5.8)

179、38王

(5.3)

(注)応 募者叡聞の下段()内 数字は対前年度比増加率(%)一
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〈第1表 〉

バ ン ク

システム監査 特 種 オ ジ ラ イ ン 第1種 第2種 合 計
試験地

応募者数 受験者数 受験率 応募習.数受験者数 受験率 応募者数 受験 呂'数受験率 応募者'数 受験 苔』数 受験率 応募者数 受験客数 受験率 応聯 『数 受験苫『数 受験率

札 幌 98 66 67.3 232 134 57.8 167 110 65.9 1,502 997 66.4 5,Ol4 3,751 74.8 7,013 5,058 72.1

帯 広 336 273 81.3 336 273 8L3

盛 岡 28 17 60.7 71 51 71.8 36 27 75.0 355 249 70.1 1,135 845 74.4 1,625 玉,189 73.2

仙 台 115 60 52.2 205 130 63.4 191 125 65.4 1,587 1,040 65.5 5,462 4,131 75.6 7,560 5,486 72.6

秋 田 195 142 72.8 711 507 71.3 906 649 7L6

水 声 103 64 62.1 349 211 60.5 104 74 7L2 L469 966 65.8 3,476 2,238 64.4 5,501 3,553 64.6

宇都宮 58 25 43.1 100 53 53.0 74 44 59.5 584 367 62.8 1,902 L307 68.7 2,718 1,796 66.1

前 橋 52 31 59.6 98 63 64.3 87 66 75.9 616 402 65.3 2,232 1,590 71.2 3,085 2,152 69.8

東

京

埼 玉 2,140 1,322 61.8 5,785 3,585 62.0 7,925 4,907 61.9

千 葉 1,988 L283 64.5 5,594 3,479 62.2 7,582 4,762 62.8

東 京 5,538 2,974 53.7 12,191 6,727 55.2 6,631 4,160 62.7 34,039 19,887 58.4 46,961 27,277 56.3 105,360 61,025 57.1

八王子 2,081 1,208 58.0 4,841 L968 58.3 6,922 3,176 58.2

横 浜 19,881 IL813 59.4 19,881 1L813 59.4

小 計 5,538 2,974 53.7 12,191 6,727 55.2 6,631 4,160 62.7 40,248 23,700 58.9 83,062 48,122 57.9 147,670 85,683 58.0

新 潟 54 38 70.4 137 102 74.5 92 71 77.2 1,077 839 77.9 2,361 正,948 82.5 3,72i 2,998 80.6

長 野 45 24 53.3 125 75 60.0 75 46 61.3 538 353 65.6 1,513 1,016 67.2 2,296 1,514 65.9

静 岡 106 66 62.3 242 152 62.8 113 75 66.4 1,279 875 68.4 3,523 2,655 75.4 5,263 3,823 72.6

名古屋 449 256 57.0 1,126 693 61.5 559 405 72.5 5,218 3,507 67.2 13,262 9,494 71.6 20,614 14,355 69.6

富 山 1,100 720 65.5 1,100 720 65.5

金 沢 104 59 56.7 296 168 56.8 154 105 68.2 L117 700 62.7 1,671 992 59.4 3,342 2,024 60.6

福 井 20 12 60.0 89 65 73.0 38 31 81.6 302 218 72.2 893 653 73.1 1,342 979 73.0

大

阪

京都 1,669 928 72.5 4,042 2,688 68.5 5,711 3,616 69.5

大 阪 1,745 1,016 58.2 3,759 2,296 61.1 1,728 1,168 67.6 9,476 6,901 66.7 20,000 14519 68.1 36,708 25,900 66.6

神 戸 2,020 1,067 68.8 4,749 2,504 70.1 6,769 3,571 69.7

小 計 1,745 1,016 58.2 3,759 2,296 61.1 L728 1,168 67.6 13」65 8,896 67.6 28,791 19,711 68.5 49,】88 33,087 67.3

岡 山 966 673 69.7 2,527 1,767 69.9 3,493 2,440 69.9

広 島 184 114 62.0 395 233 59.0 240 151 62.9 1,611 1,129 70.1 4,641 3,511 75.7 7,071 5,138 72.7

高 松 126 69 54.8 300 159 53.0 154 101 65.6 612 400 65.4 L806 1,286 71.2 2,998 2,015 67.2

松 山 361 260 72.0 998 736 73.7 1,359 996 73.3

福 岡 254 147 57.9 547 305 55.8 347 235 67.7 2,772 1,743 62.9 7,422 5,033 67.8 11,342 7,463 65.8

長 崎 913 672 73.6 913 672 73.6

熊 本 33 20 60.6 71 45 63.4 56 37 66.1 481 319 66.3 1,351 944 69.9 1,992 1,365 68.5

人 分 34 22 64.7 97 66 68.0 38 30 78.9 436 322 73.9 1,072 841 78.5 1,677 L281 76.4

鹿'児 島 16 9 56.3 53 31 58.5 23 12 52.2 328 226 68.9 1,516 L192 78.6 L936 1,470 75.9

那 覇 4 2 50.0 23 13 56.5 25 15 60.0 215 135 62.8 691 437 63.2 958 602 62.8

合 計 9,166 5,091 55.5 20,506 11,772 57.4 10,932 7,088 64.8 77,034 48,458 62.9 179,381 116ほ72 64.9 297,019 188,781 63.6

注)受 験 率(受 験者数/応 募者数;%)

、
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〈第1図 〉 応募者年令別 構成比

種特

へ

＼

一,＼/

＼
/ぐ 一 、/

＼
.へ＼

,/

2425262728293031323334353637383940

樋(31.3歳)オ ・ ラ イ ・(29.1歳)第1種(26・2歳)第2種 〔22・5歳)

年令別応募者(%)
年三令

16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33
34 35 36 37 38 39 40 4142 43 44 45 46 47 48 49 50

シ ス

膨:皿
2.8 3.3 4.3 4.4 5.3 5.4 6.1 5.8 6.7 6.7 6.7 6.5 6.6 6.6 4.52.9 2.5

2.5 2.0 L6 1.4 1.0 0.9 0.7

特殊 6.9 8.4 8.9 9.4 9.2 7.8 7.3 6.9 6.0 4.8 5.2 4.3 3.4 3.2
2.5 2.0 12 0.6 0.6 0.4 0.3 0.2 0.2 0.1 0.1

オンラ

イ ン
0.1 0.5 1.8 2.0 3.5 6.1 9.5 7.1 8.6 8.0 6.8 6.6 5.5 4.5 4.4 3.8

3.2 3.3 2.7 2.3 2.3 L9 1.6 1.0 0.5 0.5 0.4 0.3 0.2 0.1 0.2 0.1 0.1

1種 0.3 0.4 3.6 4.0 4.3 6.1 9.2 10.7 10.9 10.2 8.8 6.8 5.6 4.2 3.0 2.5
1.9 L6 1.3 1.1 0.9 0.7 0.6 0.4 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1

2種 1.8 2.0 12.6 13.0 9.2 8.1 10.7 11.3 8.6 6.0 4.1 2.9 2.1 1.6 1.1 1.0 0.8
0.6 0.5 0.5 0.4 0.4 0.3 0.3 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1

・
×
二

V



イ ン フ ォ メー シ ョ ン

※ じ催団体 の都合で変 更す ろ場合 があ ります。

イ ベ ン ト 名 開 催 日 開 催 場 所 1三 な 内 容 問 合 せ 光

電 τ化辞 書国際 シンポ ジウム 62.ll.24 新高輪 プ リンスホ 唄イ、国際情 報化協
～II .25 テ ル カ セ ン タ ー

呑03-457-0941

イ ンテ リジ ェン トビル'88 63.11.30 東京流通セ ンター (社)日 本能 率協会
～12
,3 呑03-434-8076

'88関 西 デ ー タベ ー ス フ ェ ア
63.11.29 大 阪 マ ー チ ャ ン ダ テ ー マ:商 用 デ ー タベ ー スか らパ ー ソ ナ ルデ 関 西 デ ー タ ベ ー ス
～12 .1 イ ズマ ー トビ ル 一 夕ベ ー ス まで 世 界 の デ ー タ ベ ー ス 協議会(財)関 西情

か ら地域 デ ータベ ー スまで有 効に活 報 セ ン タ ー

騙 しよ う。 006-346-2541

展示会:各 地 デー タベ ースの展 示実演,講 演

会,各 機 関 の デ 一 夕ベ ーース説 明 会

(商 用DB,CD-ROM,パ ソ コ ン通 信

光 デ ィス クDB,パ ソ コンDB,AI等)

近 隣諸国間の機械翻訳 システムに 63,11.21 機械翻訳 シ ステ ム 本研究開発の第.一'段階 として,作 成 した5千 (財)国 際情報化協

関 すろ研究一第一回実証試験 一 ～11
.22 研究所 語の基本語辞書 を基 に,実 証実験の デモンス カセ ンター機械翻

トレ ー シ ョン をZjう 。(日 本 語 一 中1司 オ吾,タ イ 訳 システ ム研究所

言吾,マ レ ー シ ア語,イ ン ドネ シ ア語) 廿03-798-5085

'88CAD/CAMア プ リケ ー シ ョン 63,12.3 池 袋 サ ン シ ャ イ ン (社)日 本能率協会

ソ フ トウ ェ ア シ ョ ウ ～12 。12 シ テ ィ 廿03-434-1836

'88CIM/CAD/CAM全 国 大 会
63.12 CAD/CAM関 連 の テ ー マ に添 って,ユ ーザ 企 (社)n本 能率協会

業から推薦を受けた企業の全国的規模の事例 呑03-434-1404

発表大会

第3回 国際情報化協 力・人材 ネッ 64,L18 虎 ノ門 パ ス トラ ル テーマ:発 展途 ヒ国 の情報化 と我が国の協 力、 (財)国 際情 報化協

トワ ー ク シ ンポ ジ ウ ム 講 演 及 びパ ネ ル デ ィス カ ッ シ ョ ン,情 報 化 論 カ セ ン タ ー

文 コンテ ス ト(発 展途.上国)発 表。 廿03-457-0941

デ ー タベ ー ス 国 際 シ ンポ ジ ウ ム 64.2.21 経 団連ホ ール 1.国際標 準 と国内標準 の整合 性 (財)デ ー タ ベ ー ス

2.ア ジア地域特有の個別 テーマ とその技術協 振 興 セ ン タ ー

力 003-459-8581

第2回 アジア情報技術 64.3.10 虎 ノ門 パ ス トラ ル 1.国 際標 準 と国内標準の整合性 (財)国 際情報化協

標 準 フ ォー ラ ム 2.ア ジア地域特有 の個別 テーマ とその技術 協 カ セ ン タ ー

力 古03-457-0941

構 成 国:中 国,香 港,イ ン ド,イ ン ドネ シア,

日本,韓 国,マ レー シ ア,フ ィ リヒ。ン,シ ン

ガポ ー ル,タ イ

'88オ フ
ィ ス オ ー ト メ ー シ ョ ン 64.3 ユ ーザ ー企業250社 のOA問 題 に関す る総合的 (社)日 本 オ フ ィス

実態調査報告会 実態の調査発表 によ り,自 社 のOA化 指標 を オ ー ト メ ー シ ョ ン

検討。 協会
廿03-434-6677

OSI適 合性試験 サービス 64.3 INTAP試 験検証 OSIプ ロ トコ ルの 内,ト ラ ン ス ポ ー ト(ク ラ (財)情 報処理 相互

セ ン タ ー ス0,2),FTAM,MOTISの 適 合 性 試 験 サ ー ピ 運用技術協会
スを開始す る。 003-358-2721

CAI&教 育 メデ ィア ・シ ョ ウ'89 64,4.20 池 袋 サ ン シ ャ イ ン テ ー マ:90年 代 の 教 育 コ ミ ュニ ケ ー シ ョ ン を 日本経済新聞社
～4 ,28 シテ ィ 探 る。 ao3-252-8157

EP'89 64。4.20 池 袋 サ ン シ ャ イ ン 日本経済新聞社

第2回 電子 出版 システ ム展 ～4 .28 シ テ ィ 廿03-252-8157

書 名 発 行 日 内 容 発 行 者

OSI実 装規約書(暫 定 版) 63.8 多様 な情報処 理機器の相互運用性 を確保す るため,OS1標 準

をペースに特定 の通信 目的 ごとに実装 上必要 な取 り決 め(規

約)を 体 系化 した。

(財)情報処理相互運用

技術協会

コン ピュー タ教育用語集(仮 称) 63.11(予 定) ハ ー ドウ ェア,ソ フ トウ ェア関連用語 か ら教材,教 具 として,

あるいは学校 事務支援の道具 としての コンピュータ活用 まで

コンピュータ教 育に関連 した幅広い分野の用語を平 易`ζ解説。

監 修:(財)コ ン ピ ュー

タ教 育 開 発 セ ン タ ー

発 行:(株)ア ス キ ー一
、



通 信 技 術 者 か らネ ッ トワー クエ ン ジニ アへ
住友金属工業株式会社

システムエンジニアリング事業本部情報システム部情報通信技術室

小 野 著 明

最近 よ く 「通信技術 者不足」 とい う声 を聞 く。

我 々ユーザに とって今 日不足 してい る通信技術 者

とは,ま た マスターすべ き技 術 とは どの よ うな も

のだろ うか。

't'1社にお ける企 業 ゲル ーフ情 報通信 ネ ッ トワー

ク 「SUN-NET」 の 構築 ・運 用経 験 を元に ,ユ ー

ザ ーの 立場 か ら見た今後の"通 信技 術者像"に つ

いて述べ てみ たい。

1.情 報通信領域の変化

従来 の通信 システ ムは電話系 やデ ータ通信系 等

各 々独 立した ネ ッ トワー クを構築 して きた。

しか しなが ら,通 信技術 の発達,ニ ーズの 多様

化に伴い,× ×系 と××系 の領域 が必 ず し も明確

にで きな い総 合的 ネ ッ トワー ク ・システ ムへ と変

化 して きて いる。

その変 化 を

一伝送

一電話 交換

一 デー タ通 信

の各技 術領域 か ら見て み る。

(1)伝送

・従来は アナ ログ通 信が主体 で
,1つ の目的の た

めに1つ の伝送路 を設 ければよか った。 つ ま り

各 目的に あった通 信回線 やモデ ム等の通信機 器

を選択 す るこ とがユ ーザ ーにおけ る伝送路設 計

であ った。

・今 日では高速 デ ィジタル回線 サ ー ビスや多重 化

技術の発達により物理的には1本 の通信回線で

あって も複数の目的 で,例 えば電話 ,FAX,

データ通信等の情報が1つ の回線上 を混合 して

通信 される形態が一般化 して きた。

・この様な環境下でのユーザにおける伝送路設計

は従来の様に単純ではない。 まず第一に各利用

目的別の論理ネットワーク設計。第二に各論理

ネットワークを重畳 しての物理 ネットワークの

設計。次に通信回線の設定,通 信機器の選択,

適用機能の設定,運 用設計へ と続 く。

通信回線の選択 といって もNTTの 他にNCC,

リセール業者,VAN等 その選択肢 も多 く,更

に異 メーカー機器の相互接続のためのインター

フェース条件の設定等々従来に比 し幅広い知識

が要求 されて きている。

②電話交換

・従来の電話交換機は 「電話屋」 とよばれ るアナ

ログ電話交換技術者によってカバーされていて,

素人が容易に立入れる領域ではなかった。

・電子交換機の出現によ りこの領域 も大幅に変化

している。

電話番号やサービス機能は全て交換機内部に
"シ ステム ・データ"と して蓄えられ,我 々ユ
ーザはCRTを 使 ってその内容 を容易 に変更す

ることができる。また トラフィック情報や課金

情報を取 り出 し統計処理することも可能 となっ

た。

・電話交換の基本技術領域 を除けば,電 話系の設



計 ・運用 は正 に情報処理 の領域 に化 したとい え

る。

(3)デー タ通 信

・今や情報通 信 な くして情報処理 は あ りえない と

い って も過言 で はない。

・情報 処理の通信 領域 とい った限定 され た見方 は

もはやあ ては ま らない。既 にOSIに み られ る様

に,異 メーカー間のホス ト通 信や ホス トか らパ ソ

コン までLANを も含 め た相 互 の ア プ リケ ー シ

ョンー アプ リケ ーシ ョン通 信が実現 して い る時

代 であ る。

既 におわ か りの様 に従来 の通信 技術 は,OSIレ

イ ヤーの1,2層 に相 当す るハー ド技 術 であ った
。

今求 め られてい る通信技術 とは,1～7層 をカバ

ーす るハ ー ド+ソ フ トの総 合的な領域 とい える
。

2.ネ ッ トワ ー ク ・エ ン ジ ニ ア

先 に述 べた様 な総合 的情報通信 の領域 を整理 す

ると

① 回線や 多重 化装置等 を適 用 した物理系 伝送路 ネ

ッ トワー ク技術 分野

② 物理系 ネ ッ トワークを活用 したネ ッ トワーク ・

アプ リケー シ ョン(N/W・AP)技 術 分野

③ ネ ッ トワー クの運用 ・管理技術 分野

の大 き く三領域 に分類 で きる。

・物理 系 ネ ッ トにつ いては既 に述べ た様 に複雑 か

つ幅広 い技術領域 となってい る。

・N/W・APの 領 域 では
,コ ン ビ。ユータとPBXを

直 結 しての課 金処理 や,PBXを 介 して の パ ソ

コン ・ネ ッ ト等電話系,情 報処理系 とい った様

にその領域 を区分す るこ とは困難 とな ってい る。

・運用面 にお いて も,ネ ッ トワー クの地理 的広 が

りをカバーす るために,回 線,機 器の遠隔監 視

・管理技術 を導 入 し
,構 成 ・機器管理 デー タベ

ー ス ・システ ムを必要 としてい る
。

この様 に現在 の情 報通信 の領域 は非常 に大 きな

もの とな って お り,通 信技術者 の使命 も増 々重要

とな ってい る。

即 ち,情 報 処理 と情 報通 信技術 をマ スター し,

N/W・APを 理 解 して総 合的観点 か ら最 適 な情 報

通信 ネッ トワー クを設計 ・構築 ・運用 で きる技術

者,つ ま り 「総合情報 通信 ネ ッ トワー ク ・エ ンジ

ニ ア」 こそが現 代 に求 め られて い る通 信技術者像

ではない だろ うか。

3.今 後の課題

情報通信 ネ ッ トワー ク ・システ ムの設計,構 築

を,「 ネ ッ トワーク ・エ ンジニア リング」とした新

しい領域 として位置 付 け,

・情 報処理領域 と同様
,シ ステ ム開発体 系,運

用体 系 を整備

・企画
,開 発,運 用 を分業化 した体制 の確 、ア

・要員 の継 続的育成 のための教育体 系
,教 育制

度 の整備

が急務の課題である。一



JIPDECだ より

第5回 目独情報技術フォーラム

第5回 目独情報技術 フ ォー ラムは,ド 記 の要領

にて開催 され る。

1.期 日:昭 和63年11月24日(木)

～11Jj26日(1 .1)

2.場 所:国 立京都 国際会館

(京 都宝 ケ池)

3.内 容:

〈基 調講演〉

① 「Neurocomputing」

松 本 元 電総研 アナ ログ情報研 究室長

②rlntegratedOptoelectronicsforComm-

unicationsＬ

Dr.ClausWeyrich,Siemens

〈テ ーマ別分科会〉

① ニ ュー メデ ィア分科 会

② コ ンピ ュー タ分科 会

③ 半導 体分科会

4.問 合せ先

(財)日 本情 報処理開 発協会

調査部 国際関係 チーム

⑰03-432-9381

内容 は,受 発 注な どユーザ ー業務 に多 く利用 さ

れ てい るフ ァイル転 送 の仕 組,業 界標 準手順 と

FTAM(FileTransferAccessManagement)

との 関係 な どの 基礎 知識 か ら,FTAMの 機 能 と

動 作,各 メ ーカ ーのFTAM実 現 形態 な どの応 用

知識 まで幅広 くかつ初心者 で も理解 で きる もの で

ある。価 格 は3,500円 。

情報処理技術者試験

「 『OSt導 入 利用 ガイ ドー ファイル転送(FTAM)

編 一 』発刊の お知 らせ

産業情 報化推進 セ ンターでは,今 後の システ ム

間相互接 続,ネ ッ トワー ク利 用の拡 大 に不可 欠 な

OSI(OpenSystemslnterconnection)の ユ ーザ

・一一・業 務へ の円滑 な導 入利 用 について,OSIユ ー ザ

ー懇談会参加企 業の実務者 に よ り検討 を進 めて い

るが,そ の成果 の一 部 を 「OSI導 入 利用 ガ イ ドー

フ ァイル転送(FTAM)編 一 」 と して ま とめ,

11月7日(予 定)に 発行す る こととな った。

従来よ り秋期(10月 第3日 曜 日)に 実施 して

お りました第一種情報処理技術者試験 を昭和64

年度よ り春期(4月 第3日 曜日)に 変更致 します。

これにより,昭 和64年 度以降の試験 日程は以

下の様になります。

●春期一 第一種,第 二種

(4月 第3日 曜日)

●秋期一 システム監査,特 種,オ ンライン,

第二種

(10月第3日 曜日)

上記の実施に伴い昭和63年 度第 一種情報処理

技術者試験 の合格発表,及 び昭和64年 度春期情

報処理技術者試験の案内書 ・願書の配布,受 付時

期 は以下の予定です。

●昭和63年 度第一種試験:昭 和64年1月 中旬

合格発表

●昭 和64年 度春期試験:昭 和64年1月6日

(金)

案 内書 ・願 書の配布,受 付 時期:
～2月15日(水)

一/



Alツ ー ル を追加 設置

AIオ ー プンハ ウス で は,10月1日 よ り,次 の

AIツ ー ル3種 を新 た に追 加設 置 して お りますの

で ご案 内 します 。 今回 か らパ ソコンの上で使用 で

きるツ ール を用意 い た しま した。

ツ ー ル

の名称
出展企業 稼働環境 適用内容

AIPLAN エ キ スパ ー トシ

岩崎技 研1二業 PC・9801VX
TELL ステ ム用 ツ ー ル

エ キ ス バ ー トシ
GURU 知識工学研究所 PC.9801VX

ス テ ム 用 ツ ー ル

イ ン タ フ ェ ー ス

AIプ ロ グ ラ ミ
IFProlo9 コ ン ピ ュ 一 夕 ジ SUN.3

ヤパ ン
ング言語 ツール

備考:

「AIオ ー フ.ンハ ウス」 は
,人 工知 能(AI)シ ス

テムの開発 支援 用ハ ー ドウエ ア及 びソ フ トウエ ア

似 下,AIツ ー ル とい う。)を 設 置 して,ユ ー ザ

ー等 にお ける利 用技法の修得 や適 用 ニーズ に応 じ

た評 価研 究 の ため に,ICOT-JIPDECAIセ ン タ

ーが運営 して い ます公共的 な共 同利用 セン ターで

す。 なお,AIオ ー プンハ ウスを ご利用頂 くには,

会 員 の こ登 録 が必 要にな ります。

Alツ ール説明会の開催

AIオ ー フ。ンハ ウスに設置 のAIツ ールについ て,

機 能 や利用技 法 を紹介 す る説明会 を次 の とお り開

催 いた します 。奮 って ご参 加 くだ さい。参加料 は

1人1回3000円 。

問合 せ,参 加 申込み等 の連 絡先:

電 話(03)432-9390

FAX.(03)431-4324

Alツ ー ル説明会開催 スケ ジュール

1.SUN・3/260Cσ)'・ 一一 ド と ソ

ll月21日 の}
SUN・3/260Cと1米)1.CAD社 フ ト

14:00～16130
艮MPAKT投 計型ES 2.1.CAD社 のIMPAKT浪 計

～伊 藤 忠 テ ケ ノサ イ エン ス) 型ESの 機能概要

3,簡 単な使用方法等

Il月22日 ㈹

14:00～16:30

EXPLORER・nと

KnowledgeCnft

(セ ンチ ュ リ リサーーチ セ ン タ)

1.EXPLORER'llの パ ーード

と ソフ ト

2.Kmw|pdgeCra↓tの 機 能 概 要

3.簡 単な使用方法等

11月24日 ㈱
EXPLORER'nと

1.EXPLORER・nの ハ.一 ド

とソ フ ト

14:00～16:30
Kn・wledgeCraft

(セ ン チ ュ リ リサ ー チセ ンタ)
2.Know[edgeCraftの 機 能概 要

3.簡 単な使用 方法等

11月25日 働
1いγク リエ ーテ ィブWS2050

/32とES/KERNEL

1.CWS2050/32の ハー ドと ソ

フ ト

14:00～16:30
(トけ 製作所)

2.ES/KERNELの 機能概要

3.簡 単な使用方法等

11月28日 θ
富Lゼ ロ ッ クス1161と

ESツ ー ルHUMBLE

1.富1=ゼ ロ ッ クス1161の ハ ー

ドとソ フ ト

14100～16:30
(富.1:ゼ ロ ック ス)

2.ESHUMBLEの 機能概要

3.簡 単な使用万法等

1,DS/7500の ハー ドと ソフ ト

11月29日 ㈹
DS/7500と 2.DG/ZEUS・0に お け る プ

14:00～16130
ESツ ールDG/ZEUS・n ロトタイプ作成から実用 シ

(日 本 ・デ ー タゼ ネラ ル) ステ ムま で

3,簡 単な使用方法等

11月30日 ㈱
富士ゼ ロックス1161と

ESツ ールHUMBLE

1.富1:ゼ ロ ッ クス1161の ハ ー

ドと ソフ ト

14:00～16:30
(富 士 ゼ ロ ッ クス)

2.ESHUMBLEの 機能概要

3.簡 単な使用方法等

1,FACOMG150Aの ハ ー ド

12月12日 ㈲
FACOMGI50Aと とソ フ ト

14:00～16:30
ESHELL/FM 2.ESツ ールESHELL/FM

(富士通) の機能概要

3.簡 単な使用方法等

12月13日 ㈹
Symbohcs3650と

LSymbolics3650の ハ ー ドと

ソ フ ト

14;00～16:30
ESツ ー ルSuperBRAINS

(東 洋情 報 シス テ ム)
2.SuperBRAINSの 機 能 概 要

3.簡 単な使用方法等

12月14日 ㈱
KS・301と 1.KS・301の ハ ー ドとソ フ ト

14:00～16:30
ESツ ールKEE 2.ESツ ールKEEの 機能概要

(日 本 ユニ シス) 3.簡 単な使用方法等

1

12月16日 ㈲
日立 ク1,エ ーテ ィプWS2050

/32とES/KERNEL

1.CWS2050/32の ハ ー ドと ソ

フ ト

14:00～16:30
(日立製作所)

2.ES/KERNELの 機能概要

3.簡 単な使用方法等

12月26日 ㈲
KS・301と 1,KS・301の ハー ドと ソ フ ト

14100～16:30
ESツ ールKEE 2,ESツ ールKEEの 機能概 要

(日本 ユ ニ シ ス) 3,簡 単な使用方法等

会場:「AIオ ープンハウスJ

(東京都港区浜松町1.J'NM界 貿易センターピル7階)

し



OSIに よ るネ ッ トワークシステムの企画 ・設計 ・運用担当者のための

rOSI導 入利 用 ガイ ドー ファイル転 送(FTAM)編 －s

監修 浅野正一郎 藁雛 暴耀 羅 雛
(学術情報セ ンター教授)OSlユ ー ザ ー 懇 談 会

OSIと は,ドrAMと は,業 界標 準 ∫三順 との関係 は,フ ァイル転送 システ ム設計 に必要 な知

識 は,製 品 形態 は,… …

この よ うな疑 問や必要 な知 識 をユーザ ーの業務 システムか ら解 説。初心 者か ら ヒ級 者 まで

利用 で きる期待の実用 書

主 な 内 容

第1章 フ ァイル転送 とFTAM

・ フ ァイル車云送 とは

・フ ァイル転送 システ ムの実際 と課題

・ビジ ネスプロ トコル

・国際樗i準に よる ファイル華表送

第2章FTAMの 機 能 と動作

・FTAMの 基 本概念

・フ ァイル転送処理

・プ ロ トコルの流れ

第3章FTAM導 入検討に必要な知識
・上位層 とド位層の機能区分の考 え方

・上位層の機能選択

・ド位層の機能選択

第4章FTAMメ ー カー製品 と

ユーザ ー作業

・各 メーカーのFTAM実 現 の形態

富 七通,日 立製作 所,日 本IBMな ど

・フ ァイル転 送 に必要 な運用管理機 能

一 問合せ及び申込み先

(財)日 本情 報処 理 開 発協 会 調 査部 普 及振 興 担 当

TEL(03)432-9384

FAX(03)432-9389

●105東 京都 港 区芝 公 園3-5-8機 械 振 興会 館 内

11月7日 発 刊

価 格3,500円

A4版 ・182ペ ー ジ

昭和63年11月 発 行

川PDECジ ャーナルN。 ・70

発行人 ・照山正夫/編 集人 ・岩崎有二

◎1988

財団法人 日本情報処理開発協会
東京都港区芝公園3丁 目5番8号 機械振興会館内

郵便番号105電 話03(432)9384

※本誌送付宛先の変更等については当協会調査部(03-432-9384)ま でご連絡下さい。一/



最近の報告書 ・刊行物ガイド

【TITLE】

・オ ンライン需要 調査報告書

・1988年 版 コ ンピュー タ利 用状況調査集 計結果

・セキ ュ リテ ィ産業 の成 立と今後の展望

・セキ ュ リテ ィ産業 の実態 と新 しい課題

・コン ピュータ ・セキ ュ リテ ィに関す る リスク分析調査 資料

・国際VANの 自 由化

.高 密度通 信処理 にお ける分散情 報統合利 用 システ ムの研究開発報告書

・システ ム監査支援 ツ ールの調査 研究報告書

・自然 言語 の コン ピュータ解析用 辞書 に関 す る調査研 究報 告書

・綴 ㌶ 曇 おけ るデ ータコ ミ・ニ テ ィ季薄築 の臓 に関 す る

・世界 の コンピュー タ産業総合年表

・新通信時 代の課題

ソフ トウェア開発 ・運用 の高度 化 ・効率化 方法 に関 す る調査'
研 究報告 書(m)一 運 用 ・保 守一

・民間部 門に おけ る個 人情報保 護の ためのガ イ ドライン

・知噸 碧羅 治 魏 魏 蕊 麺 研究報告書

.知 的 情報 処理 システ ムに関す る調 査研究報告書一エ キスパー トシステ ム開発 ツールの比 較評価 一

・ヨー ロッパ におけ る情 報産業 の動 向

・米国 にお ける情報 処理の現状

.マ ルチ メデ ィアに対応 した地域 開発 支援型情報 システ ムに関す る調査 研究報告 書

.名 古屋地域 にお ける オンライ ンデー タベ ース利用 の高度 化 に関 す る調査研 究報告書

・昭和6借舞 鶴 麟 灌 裂 磐
・第4回 目独情 報技 術 フ ォー ラム会議録

.初 級 マ イクロコ ンピュー タ応 用 システ ム開 発技術者育成用標準 カ リキ
ュラム

・麟 了㌶ 罪 ンピー一夕応用システム開発技術舘 成用標

・初 級 マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ 応 用 シ ス テ ム開 発 技 術 者 育 成 指 針

・情 報 化 自 書1988

・InformatizationWhitePaperl988

・JAPANCOMPUTERQUARTERLYNo .70～73

・ シ ス テ ム 監 査 基 準 解 説 書(60 .8発 行)

・ シ ス テ ム 監 査Q&A110(62 .9発 行)

】{

)

)

)

)

)

)

)

)

)

)

)

)

)

)

)

)

)

)

)

)

)

)

)

)

)

.～

3

3

2

3

3

3

1

3

3

3

0

1

1

3

2

2

3

2

3

3

3

3

2

3

3

そ

6

6

6

6

6

6

6

6

6

6

6

6

6

6

6

6

6

6

6

6

6

6

6

6

6

発

ー

ー

ー

ー

ー

(

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

(

ー

r

ー

ー

ー

ー

ー

ー

(

【
【一 般 価 格 】

3,700

3,200

1,700

3,700

3,200

4,200

1,000

1,200

2,700

}1・・…

1:999

1,200

2,200

5,200

4,500

3,000

各3,000

2,800

2,800

【会 員 価 格 】

3,000

2、600

1,400

3,000

2,600

3,400

800

1,000

2,200

8,200

1.000

800

1,000

1,800

4,200

2,400

2,300

2,300

購 入 ・閲覧 は……

一 非売品 、閲覧 自J)

UIP眠
財団法人 日本情報処理開発協会

調査部tto3(432)9384直 通
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